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１．計画の概要 

 

（１）計画の目的 

豊島区は、子ども・子育て支援施策を総合的・計画的に推進するため、平成 17 年に「豊

島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画－」を、平成 22 年にはその継承計画となる「豊

島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画（後期計画）－」を策定し、区民ニーズを踏

まえた各種の子ども・子育て支援施策の充実に向けた取組みを進めてきました。 

この間、ライフスタイルや価値観の多様化、社会経済情勢の変化に伴い、少子化がます

ます進行するとともに、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加や非正規雇用割合の

高まりなどを受け、子育て支援など社会全体で取り組むべき新たな課題が顕在化してきま

した。 

こうした背景を踏まえ、平成 27年 3 月に今後５年間を見据えて新たな「豊島区子どもプ

ラン」を策定しました。この計画は、平成 22年 3月に改定した「豊島区子どもプラン－次

世代育成支援行動計画（後期計画）－」の成果を踏まえ、現状に合わせて引き継ぐ継承計

画となっています。 

 

（２）計画の位置づけ 

この計画は、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画であり、豊島区基本計

画及び豊島区地域保健福祉計画の子ども福祉分野の計画としても位置づけられています。 

また、子ども・子育て支援法第 61条に基づく豊島区子ども・子育て支援事業計画、子ど

も・若者育成支援推進法第 9 条第 2 項に基づく豊島区子ども・若者計画の一部、豊島区子

どもの権利に関する条例第 30 条に規定する、子どもの権利に関する施策を総合的に実行す

るための推進計画を包含しています。 

 

（３）計画の体系 

○ 計画の基本理念 

すべての子どもの最善の利益が考慮され、家庭や地域のなかで 
子どもが成長し、子育てに伴う喜びが実感できるまちづくり 

   「豊島区子どもプラン」の推進にあたっては、これまでの理念や考え方を継承し、「豊

島区子どもプラン－次世代育成支援行動計画（後期計画）－」で定めた基本理念を踏

襲します。この基本理念に基づき、区民や事業者など多様な主体と共に、豊島区の子

どもたちが健やかに育ち、親が安心して育てられる環境づくりをさらに進めます。 
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○施策の体系 

基本理念を具体化するために、次のとおり施策の方向性を示し、具体的取組みを展開

することとしています。

Ⅰ　子どもの自己形成・参加支援

Ⅱ　子ども・子育て支援の充実

　　

Ⅲ　困難を有する子どもやその家族への支援

Ⅳ　子どもの成長を地域で支えるための環境整備

　　

　３　子どもの権利保障のための相談支援

(19) 子どもの権利を保障する取組み

(20) 不登校・ひきこもりの子どもへの支援

(21) 外国籍の子どもへの支援

(22） 子どもの貧困対策

　１　地域住民の力の活用

　２　障害のある子どもの支援

(15） 家庭教育の支援

(16) 子育て環境の充実

(17) 児童虐待防止対策の強化

(18) 障害のある子どもの支援

　１　要支援・要保護児童への支援

(5) 文化活動を推進する取組み

(6) スポーツ活動を推進する取組み

(7) 保育施設の充実

(8) 幼稚園の充実

(9) 認定こども園の推進

　１　保育や幼児教育の場の確保

 １　子どもの参加・参画の促進

 ２　子どもの遊びの充実

 ３　文化・スポーツ活動の推進

(1) 子どもの参加・参画を促進する取組み

(2) 「子どもの権利」の理解の普及・啓発

(3) 子どもの居場所・活動の場の整備

(4) 屋外遊び場の充実

(10) 幼稚園・保育所と小学校の連携

(11） 妊産婦の健康確保と出産の支援

(12） 保育サービスの充実

(13） 子育て支援サービスの充実

(14） 子どもの健康確保のための取組み

　３　特徴のある子育て支援サービスの充実

　２　地域の子育て支援の充実

(28） 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

(23) 地域住民との協働による子育て支援

(24) 地域人材の開発・育成

(25） 子どもを取り巻く有害環境等への対応

(26） 子どもを犯罪や交通事故等から守るための活動の推進

(27） 子育て世帯にやさしいまちづくりの推進

　３　子育てを支援する生活環境の整備

　２　子どもに安全な社会環境の整備
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○計画事業 

施策の体系に沿って、新規 16 事業を含む 170 の計画事業を掲げています。また、計画

策定後に、その後の制度改正や取組みの充実を図るために新たに実施された事業もありま

す。こうした事業についても、計画の体系の中に盛り込み、掲載 170 事業に加えて実施状

況を取りまとめていきます。 

 

（４）計画の進行管理 

本計画の進行管理は、区民や地域団体等の幅広い関係者で構成される「青少年問題協議

会」を中心に行い、各年度において実施状況を把握・点検しつつ、その後の施策の推進を

図っていきます。 

また、進行管理にあたっての庁内推進組織としては、関係部局で構成される「子どもの

施策調整会議」を活用しています。 

 

 

２．計画の実施状況 

 

（１）調査の実施 

・平成 27年度の実施状況を取りまとめるにあたり、事業を実施している庁内関係部局に

対し、平成 28年 8 月に調査を実施しました。平成 27 年度の実施内容及び所管課評価、

あわせて平成 28年度の実施予定について調査しています。 

・各事業の 27 年度の概況については、次の６区分に分類しました。 

「新規」、「維持・推進」、「拡充」、「縮減」、「終了」、「検討中」 

・また所管課評価については、次の 4 区分に分類しました。 

Ａ：想定以上の取り組みができた 

Ｂ：想定どおりの取り組みができた 

Ｃ：想定の取り組みが不十分であった（工夫や改善が必要であった） 

Ｄ：未実施 

 

（２）計画事業の実施状況区分別の状況 

・計画事業の実施状況区分別の状況を別表 1（5ページ）にまとめました。 

170 事業のうち、維持推進：147 事業、拡充：18事業、縮減：１事業、検討中：4 事業

となっています。また、平成 27 年度からの新規事業が 2事業ありました。 
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（３）計画事業の実施状況 

・計画事業を体系別に整理し、平成 27 年度の実施状況及び平成 28 年度以降の実施予定

について、別表２（6～30 ページ）にまとめました。 

 

（４）計画策定後における新たな事業 

・子どもプランは平成 27 年 3 月に策定されましたが、その後の制度改正への対応や取り

組みの充実を図るために新たに実施された事業もあります。 

 ・平成 27 年度から新たに実施された事業として、「ゆりかご・としま事業」、「居宅訪問

型保育事業」を掲載しています。 
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別表１   実施状況区分別の事業数

新規
維持・
推進

拡充 縮減 検討中 終了

30 0 25 5 0 0 0

　Ⅰ-１　子どもの参加・参画の促進 （１）子どもの参加・参画を促進する取組み 6 6

（２）「子どもの権利」の理解の普及・啓発 3 3

　Ⅰ-２　子どもの遊びの充実 （３）子どもの居場所・活動の場の整備 3 2 1

（４）屋外遊び場の充実 3 2 1

　Ⅰ-３　文化・スポーツ活動の推進 （５）文化活動を推進する取組み 9 7 2

（６）スポーツ活動を推進する取組み 6 5 1

71 2 60 8 0 1 0

　Ⅱ-１　保育や幼児教育の場の確保 （７）保育施設の充実 10 1 6 3

（８）幼稚園の充実 2 2

（９）認定こども園の推進 1 1

（１０）幼稚園・保育所と小学校の連携 2 2

　Ⅱ-２　地域の子育て支援の充実 （１１）妊産婦の健康確保と出産の支援 6 1 5

（１２）保育サービスの充実 9 6 2 1

（１３）子育て支援サービスの充実 7 6 1

（１４）子どもの健康確保のための取組み 11 11

（１５）家庭教育の支援 7 7

（１６）子育て環境の充実 16 14 2

43 0 40 1 0 2 0

  Ⅲ-１　要支援・要保護児童への支援 （１７）児童虐待防止対策の強化 1 1

（再掲含む） (5) (5)

  Ⅲ-２　障害のある子どもの支援 （１８）障害のある子どもの支援 14 14

  Ⅲ-３　子どもの権利保障のための相談支援 （１９）子どもの権利を保障する取組み 6 4 2

（再掲含む） (7) (5) (2)

（２０）不登校・ひきこもりの子どもへの支援 5 4 1

（２１）外国籍の子どもへの支援 3 3

（２２）子どもの貧困対策 14 14

28 0 22 4 1 1 0

  Ⅳ-１　地域住民の力の活用 （２３）地域住民との協働による子育て支援 3 2 1

（２４）地域人材の開発・育成 3 2 1

  Ⅳ-２　子どもの安全な社会環境の整備 （２５）子どもを取り巻く有害環境等への対応 5 5

（２６）子どもを犯罪や交通事故等から守るための
　　　活動の推進

9 8 1

  Ⅳ-３　子育てを支援する生活環境の整備 (２７）子育て世帯にやさしいまちづくりの推進 5 3 1 1

（２８）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 3 2 1

172 2 147 18 1 4 0総　　計

計　画　の　体　系 事業数

Ⅳ 子どもの成長を地域で支えるための環境整備

Ⅲ　困難を有する子どもやその家族への支援

Ⅱ 子ども・子育て支援の充実

Ⅰ子どもの自己形成・参加支援

実施状況(平成27年度)

　Ⅱ-３　特徴のある子育て支援サービスの
　　　　　充実
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計画事業の実施状況
別表２

取組方針１　子どもの参加・参画の促進

（１）子どもの参加・参画を促進する取組み

事 業 名 内 容

1 子どもの参画推進事業

区内小学生を対象として、新庁舎及び豊島
の森見学会などを実施し、区の仕事を見学
した後で、子どもたちと区職員との意見交
換を行います。

子ども課

大正大学主催「子ども寺子屋」の一講座とし
て庁舎見学の後、防災危機管理課による防災
学習を実施
参加人数17名（8月5日）

維持・
推進 B

「子ども寺子屋」参加
児童と区の職員との意
見交換の場となってい
る

継続実施

2 子ども地域活動支援事業

子どもが地域社会の大事な担い手として、
大人と一緒に地域活動に参加できるよう、
地域団体等の協力を得ながら、その機会づ
くりと参加促進の支援等を行います。

子ども課

○ジャンプ長崎
中高生が「得意なこと」と「地域ニーズ」を
つなぎ合わせる事業の検討・実施
・保育園等でのボランティア活動　延べ31名
・保育園児へのプレゼント制作　58名
○ジャンプ東池袋
・「体験してわかる介護講座」参加者77名
・高校生による「快護部」活動　参加者73名
（区民ひろばまつりステージ演奏や病院での
患者との交流など）

維持・
推進 B

事業への参加者が増加
し、前年度の参加者に
よる自主活動も始まっ
た。

中高生が得意なジャンルで力
を発揮できるよう、内容の充
実を図り継続して実施する。

3 としま子ども会議の開催

子どもの社会参加・参画を推進するととも
に、子どもの意見を区政に反映するうえ
で、子どもの意見を聴き、話し合い、子ど
もが意見を表明する場として開催します。
大学との協働で豊島こども大学において、
区長とティータイムを開催し、豊島こども
大学の活動内容を発表する場を提供しま
す。

子ども課

立教大学主催による「区長とティータイム」
参加人数30名
場所：としまセンタースクエア
　　　　　（11月29日）

維持・
推進 B

「豊島区を知る・見
る・作る」をテーマに
子どもが意見を表明す
る場となっている

継続実施

4 利用者会議の開催

子どもスキップや児童館、中高生センター
において、利用者会議を開催し、会議で出
された意見などは、施設運営や行事に反映
させます。

子ども課
子ども会議、地域子ども懇談会など、様々な
形態で会議を適時開催して、意見などを施設
運営や行事に反映させた。

維持・
推進 B

施設の状況に合わせて
利用者等からの意見を
聴取し事業の参考とし
た。

継続実施

5
キャリア教育(中学生の職場
体験)事業

中学生に勤労観、職業観を育成するため
に、地元企業、商店、保育所等の協力を得
て職場体験を実施します。

指導課
区立中学校2年生全員を対象に3日間の職場体
験を実施

維持・
推進 B

様々な職場での体験に
より、中学生の勤労
観・職業観を育成した

継続実施

6 青少年指導者養成事業

小学校4年生から中学生を対象に、地域青
少年活動の充実、振興を図るため、キャン
プを中心にリーダー養成講座を実施しま
す。

学習・ス
ポーツ課

キャンプを中心に10回（12日間）実施。
参加者35名　  延293名
クリスマスまつりには、友人や家族95人の来
客があり、楽しんでいただいた。

維持・
推進 B

受講者の経験値を上げ
ることを主とし、将来
に向けた指導者養成と
なっている

キャンプを中心に10回（12日
間）実施。
  参加者32名

（2）「子どもの権利」の理解の普及・啓発

7
「子どもの権利」の理解の普
及・啓発

子どもの権利に関する条例のリーフレット
やパネルを作成し、趣旨普及を図ります。

子ども課

「子どもの権利に関する条例」のリーフレッ
トを新入学小学生保護者及び中学生徒に配
布。
（一般用8,000部、中学生用3,000部発行）

維持・
推進 B

新入学の小学生保護者
と中学生にリーフレッ
トを配布した。

リーフレットの配布方法等に
ついては、今後要検討

Ⅰ　子どもの自己形成・参加支援

２８年度
以降の実施予定

事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

所管課
評価

評価理由概況

6



事 業 名 内 容

２８年度
以降の実施予定

事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

所管課
評価

評価理由概況

8 「子ども月間」事業

子どもの権利に関する条例に基づく「子ど
も月間」（11月）の事業を地域や子どもに
関わる施設と連携・協働しながら進めま
す。

子ども課
「子ども・若者育成支援協調月間」である11
月を中心に、各地区で様々な行事等を実施。
    12地区参加者　4,198人

維持・
推進 B

各地区で事業や行事を
通して「健全育成」へ
の理解を深めている。

継続実施

9 児童虐待防止の普及・啓発
児童虐待防止に関する区民への理解促進等
を図るため、普及・啓発活動を実施しま
す。

子育て支援
課

区民講演会1回：参加者　74人
街頭キャンペーン： 区民、NPO、警察等と協
働実施
子どもの権利擁護委員配置：2人
専門相談員配置相談事業周知カード配布
子ども相談専用フリーダイヤル設置

維持・
推進 A

児童虐待対応件数は増
加傾向にある。虐待防
止の普及・啓発を推進
することで、問題の重
篤化を防ぐ必要があ
る。

継続実施

取り組み方針２　子どもの遊びの充実

（３）子どもの居場所・活動の場の整備

10 子どもスキップの運営・開設

小学校施設を活用し、学童クラブの機能を
持たせた小学生のための放課後対策とし
て、全小学校区に段階的に開設し、運営し
ます。

子ども課

・21小学校区で実施
子どもスキップ利用状況
延利用人数　　495,123　人
「子どもスキップ池袋本町」の開設準備、
「子どもスキップ池袋第三」の引越準備

拡充 B

学校と連携を取りなが
ら、小学生の放課後対
策として継続的に事業
を実施

・H28年8月に「子どもスキッ
プ池袋本町」の開設。
・H28年12月に「子どもス
キップ池袋第三」の引越準
備。

11 中高生センターの運営

中高生等が自主的に音楽、芸術、スポーツ
活動、友だちとの語らいや情報交換、ボラ
ンティア活動などを行う場であり、その自
主的な活動や地域参画を支援する中高生セ
ンターを運営します。

子ども課

ジャンプ東池袋・長崎の2施設で実施
587日の開館、延べ利用者数49,854人
内訳）中学生.13,339人、高校生.16,936人、
小学生.2,902人、乳幼児親子.7,352人、その
他.9,325人

維持・
推進 B

中高生等の自主自発的
な活動場所としての機
能を果たすだけでな
く、相談業務なども
行った。

若者支援についてより実効性
の高い施策を実行しながら、
日曜日の開設なども検討して
いく。

12 放課後子ども教室事業

子どもスキップ実施の小学校において、放
課後や週末等に、地域住民の参加と協力を
得て、子どもたちを対象に学習やスポー
ツ・文化活動、交流活動等を行います。

庶務課

平成27年12月「千早放課後子ども教室」を開
設
21小学校区で実施
　延べ実施回数：1,852回
　延べ参加者数：25,404人

維持・
推進 B

子どもスキップや学校
と連携を取り、小学生
の放課後対策として継
続的に事業を実施

全小学校区で実施

（４）屋外遊び場の充実

13 プレーパーク事業

子どもが自由で豊かな遊びと多様な体験が
できるプレーパーク（冒険遊び場）事業を
推進します。また、身近な地域で冒険遊び
を体験できるよう、出張プレーパークを実
施します。

子ども課

水曜日～日曜日・祝日及び年３回(雨天中止)
出張プレーパークを実施。
開催日数：年間200日以上
利用者数：24,773名
園庭のない保育園の利用も増えている

拡充 B
27年度より補助事業か
ら委託事業へ変更。開
設日数も増やした

プレーパークに対する要望は
高まっており、出張プレー
パークの回数増等も必要

14 公園・児童遊園新設改良事業

既設の区立公園・児童遊園においては、子
育て世代を含めた住民ニーズ等を踏まえ、
再整備を検討します。また、学校跡地等を
活用して地域の活動拠点となる近隣公園等
を整備します。

公園緑地課
高田小跡地整備計画検討会の実施
実績：9回開催　延231名参加

維持・
推進 B

公園づくりの原点を再
確認し、住民が望む公
園づくりの検討を継続
して行った。

・高田小跡地整備計画検討会
の実施
・造園実施設計
・仮設道路、解体設計
・建築基本設計

15 小学校開放事業
放課後や学校休業中の児童の身近で安全な
遊び場として、小学校の校庭を開放しま
す。

庶務課
個人開放実施日数：延5,938日
個人開放年間利用者数：109,366人

維持・
推進 B

区立小学校全22校で当
初の計画通りの活動を
実施できた。

継続実施
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事 業 名 内 容

２８年度
以降の実施予定

事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

所管課
評価

評価理由概況

取り組み方針３　文化・スポーツ活動の推進

（５）文化活動を推進する取組み

16
子どものための文化体験プロ
グラム

区とNPO法人が協働して、次代の文化の担
い手である子どもたちを対象に文化芸術に
触れるワークショップ等のアートプログラ
ムを展開し、多彩な文化芸術が体験できる
機会を提供します。

文化デザイ
ン課

演劇公演　「アンデルセン童話集」8月8日～
16日10回公演（入場者数　延べ 2,119人）、
よみしばい7月22日～7月30日合計4回（参加
者485人）、ワークショップ　7月26日　1回
（参加者16人）、
保育園にアーティストを派遣しアートを体験
できる「派遣型ワークショップ」16園　（参
加人数　延べ955名）

維持・
推進 A

演劇公演は毎年2,000
名を超える観客動員を
保ち、子ども向け演劇
として定着、よみしば
いは演劇入門編として
参加しやすい区民ひろ
ばで開催。保育園ワー
クショップは年々私立
保育園の参加希望も増
加。

演劇公演「モモ」8月13日～
21日10回公演、よみしばい
「アラジンと魔法のランプ」
8月20日～28日計7回、ワーク
ショップ7月23日計2回、保育
園にアーティストを派遣し
アートを体験できる「派遣型
ワークショップ」16園実施。

17 小･中学校音楽鑑賞教室

音楽教育や情操教育の充実に資するため、
小学校5年生及び中学校2年生を対象とし、
年1回本格的なオーケストラの演奏を鑑賞
します。

指導課
区立小学校5年生及び区立中学校2年生の全員
対象
5月1日/東京都交響楽団/東京芸術劇場

維持・
推進 A

児童生徒の鑑賞・表現
の能力を高め、音楽教
育の充実に向けて継続
的に事業を実施

継続実施

18 邦楽鑑賞教室
自国の伝統文化である邦楽への理解を深め
るため、区立小学校の6年生の児童を対象
に、邦楽鑑賞教室を開催します。

指導課
区立小学校の6年生の児童を対象に、豊島区
邦楽連盟の協力を得て、邦楽鑑賞教室を開催
12月4日/豊島公会堂/22校参加

維持・
推進 A

音楽教育の充実・伝統
文化の理解・継承に向
けて継続的に事業を実
施。

継続実施

19
ジュニア･アーツ･アカデミー
助成

区内の児童（小学生）が気軽に音楽や演劇
など、様々な芸術に触れ、親しむ場と機会
を提供します。（としま未来文化財団助成
事業）

文化デザイ
ン課

区内在住の小学生を対象に年間をとおして音
楽体験・舞台稽古体験の場を提供

ジュニア・アーツ・アカデミー活動実績
(１)参加者数　延1,700名
(２)定期練習・出演等　計21回
(３)公演への出演等
･「区民参加によるアートステージﾞ」
･「豊島区　音楽成人式」等

拡充 A

保護者や参加者からの
強い要望を受け、音
楽・演劇・狂言・日本
舞踊・ダンスといった
多彩なジャンルによる
コース制を導入。
更に28年度から美術
コースも増設し、試行
開催する。

次世代育成事業として、多様
なワークショップを開催
(１) 定期練習・出演等
音楽：全15回、ダンス：全5
回
美術：全5回、演劇：全5回
日本舞踊：全10回、狂言：全
5回
(２) 参加者数　160名
(３) 公演への出演等
子ども体験型ワークショップ
との合同発表
･「豊島区　音楽成人式」等

20
図書館おはなし会・読み聞か
せ事業

子どもの読書活動を推進するため、図書館
でのおはなし会をはじめ、区立保育園・幼
稚園、小・中学校などを訪問、あるいは図
書館に招待しての読み聞かせや、図書館利
用の案内などを実施します。また、読み聞
かせボランティア育成のための講習会を開
催します。

図書館課

区立図書館おはなし会　596回14,584人
小学校訪問　147回　4,418人
小学校学級招待　13回　491人
読み聞かせボランティア養成講座(5日間）
8名養成
子どもの読書に関する講習会　2回

維持・
推進 B

学校と連携を図り、児
童の読書活動推進を図
る。

継続実施

21 伝統・文化の継承

「豊島ふるさと学習プログラム」を活用
し、日本の伝統・文化理解を推進するため
に、区内外にある教育資源（藍染め、落
語、邦楽、和太鼓、江戸凧づくり、菊づく
り等）を積極的に学習活動に取り入れ、伝
統・文化の継承を図ります。

指導課
豊島スクールスタッフ事業講師派遣回
数
  延101回

維持・
推進 B

学校ごとに区内外の教
育資源を活用し、伝
統・文化の継承に向け
て継続的に取り組ん
だ。

継続実施
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22 次世代文化の担い手育成事業

幼児・児童・生徒がプロの芸術家、専門家
との出会いを通して、感性を磨き、創造
力、表現力、コミュニケーション能力を身
に付けるために、本物の芸術・文化に触れ
る活動を学校教育の中で展開するなど、魅
力ある学校づくりを通して情操教育を推進
します。

指導課
幼稚園3園・小学校8校にアーティスト
の派遣を実施

維持・
推進 B

学校と連携をとりなが
ら、ニーズに合わせた
アーティスト派遣を行
い情操教育を推進した

継続実施

23 豊島の森の活用

新庁舎の10階にある本区古来の植生を再現
した「豊島の森」を活用し、区立の小・中
学校の児童生徒が訪れた際に、豊島区全体
の環境についての正しい理解を深めるよう
にするとともに、自分が住む地域の環境を
責任もって守るための行動がとれるように
するための環境教育の一層の充実を図りま
す。

指導課
「豊島の森」を活用した環境教育プログラム
に全小学校の3年生の児童が参加

維持・
推進 A

児童生徒の自分の住む
地域への興味・関心を
高め、豊島区の自然環
境への理解・愛着を育
むために継続的に取り
組んだ。

継続実施

24 環境教育・啓発事業

区立小・中学校の環境授業支援、3Ｒや地
球環境に関するポスターコンクール、新庁
舎「豊島の森」を活用した環境啓発講座等
を実施し、子どもたちの環境意識を啓発し
ます。

環境政策課

【環境教育支援プログラム】対象：区立小学
校　プログラム数：３　実施校数：22校
【環境とリサイクルに関するポスターコン
クール】対象：区内小中学生　応募総数：
369点
【2015としまエコライフフェア】開催日：10
月25日　入場者数：560名（子どもを含む）
【子どもエコクラブ】クラブ数：１団体
【「豊島の森」環境講座】回数：3回　参加
者数（子どもを含む）：63名

拡充 A
前年度を上回る実
績をあげた。

継続実施

（６）スポーツ活動を推進する取組み

25 としまスポーツまつり

体育の日において、区民が広くスポーツに
ついての関心と理解を深める事業の一環と
して、子どもが体を動かすことが好きにな
るように工夫し、各種のスポーツやレクリ
エーションに親しむ場を提供します。

学習・ス
ポーツ課

平成27年10月12日（月・祝）
「としまスポーツまつり2015」開催
延べ参加人数4,500人

維持・
推進 B

毎年好評を得ている。
小中学校へのチラシ依
頼など学校との連携を
強化し、イベント参加
促進につなげたい。

継続実施

26
ジュニア・スポーツリーダー
育成事業

子どもが体を動かすことが好きになるよう
各種のスポーツを体験する機会を提供する
とともに、地域のスポーツ指導者を対象と
して、スポーツ理論や実践の講習を行い、
スポーツリーダーを育成します。

学習・ス
ポーツ課

16事業
延べ1,090人参加

維持・
推進 B

豊島区体育協会や各競
技団体と連携し、継続
的に事業を実施してい
る

継続実施

27 スポーツ推進委員事業

スポーツ・レクリエーションの普及・振興
のため、地域におけるスポーツ活動の指
導・助言と、区のスポーツ・レクリエー
ション関係事業「としまスポーツまつり」
や「ハイキング」など子どもから高齢者ま
で楽しく参加できるイベントを企画・運営
します。また、スポーツを通じた地域コ
ミュニティの場として、区内２か所で総合
型地域スポーツクラブの活動を展開しま
す。

学習・ス
ポーツ課

・平成27年10月12日（月・祝）
「としまスポーツまつり2015」の企画・運営

・「総合型地域スポーツクラブ」年間を通
じ、学校と連携を取りながら5種目で実施
（原則毎月2回土曜日に実施）

維持・
推進 B

小中学校の放課後対策
の一環として学校と連
携を取りながら、継続
的に事業を実施。

継続実施(1か所休止）
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28
オリンピック・パラリンピッ
ク教育の推進

推進指定校を核として、教科、道徳、総合
的な学習の時間、特別活動におけるオリン
ピック・パラリンピック学習を全校で行い
ます。具体的には、諸外国の歴史・文化学
習による国際理解教育、コーディネーショ
ントレーニングの導入による、脳・神経・
筋肉等の調和的発達、オリンピアン・パラ
リンピアン、アスリートやスポーツ指導者
と幼児・児童・生徒との直接的な交流など
を実施します。

指導課
小学校7校・中学校2校が推進指定校と
して事業を実施
講師派遣回数　32回

拡充 A

国際理解教育やアス
リート・指導者との交
流を行い、各校でオリ
ンピック・パラリン
ピック教育の推進に取
り組んだ

継続実施

29
体力向上に向けた一校一取組
運動

体育、保健体育の授業を充実するとともに
「一校一取組運動」を年間指導計画に位置
付け、年間を通して児童生徒が運動に親し
み、一層の体力向上を目指します。

指導課
各小中学校で体力向上に向けた取り組
みを行った

維持・
推進 B

体力向上に向けて継続
的に取り組んだ

継続実施

30 民間団体と連携した運動教室

地域のスポーツ系の民間企業と連携をと
り、体操などの元オリンピック選手による
実技指導を中心とした運動教室を実施し、
運動スポーツへの関心を高めます。

指導課
読売ジャイアンツ等民間企業と連携し子ども
の運動スポーツへの関心を高める事業を実施
した

維持・
推進 B

学校・関連企業と連携
し、運動スポーツへの
関心を高めるため継続
的に取り組んだ

継続実施

10



取組方針１　保育や幼児教育の場の確保

（７）保育施設の充実

事 業 名 内 容

31 通常保育事業
保護者の就労等により保育を必要とする乳幼
児を保育します。

保育課

公立保育園：19園、私立保育園：18園、
公設民営：3園、小規模保育事業：24か所、家
庭的保育事業：3か所、
事業所内保育事業：1か所、
居宅訪問型保育事業：1か所

拡充 B
新規園が続々と開設する
中、公平な保育を行っ
た。

継続実施

32 区立保育園の民営化
多様化し、複雑化した保育需要や新たな子育
て支援需要に公私協働で対応していくため、
区立保育園の民営化を進めます。

保育課 特になし
維持・推
進 -

27年度に実施すべき事項
がなかった。

Ｈ34・35年度に民営化予定の
2施設の保護者に対する説明
会をＨ28年度に実施。

33 私立保育所施設整備助成

老朽化した私立保育所の施設改修等に補助金
を交付します。また、多数の待機児童の発生
が見込まれる地域における認可保育所の設置
への助成も行います。

保育課
既存施設：  -
新規開設：10施設
認可移行：1施設

拡充 A
当初計画の前倒実施を
行った

Ｈ29年度末までに待機児童を
ゼロにすべく、継続して施設
整備を行う。又、Ｈ29年度以
降、既存園の改修工事の予定
が複数あり。

34
認証保育所運営費等補助事
業

区内に設置される認証保育所の開設準備経費
の補助、及び区内在住児が入所する認証保育
所の運営費の補助を行います。

保育課
開設準備：  -
区内施設：11施設　延3,033人
区外施設：31施設　延974人

維持・推
進 B

昨年比、区外利用実績は
減少したが、区内利用実
績は同規模であった。

区内施設の一部が認可移行す
る見込み

35 事業所内保育事業
区が条例で定めた運営、設備基準等を満たし
て認可された保育事業です。会社等の従業員
用保育施設に豊島区民枠を設けています。

保育課
施設数：1
豊島区民枠：　定員　6人
延利用者数　 67人

維持・推
進 B

平成27年度より認可事業
となった。

継続実施

36 小規模保育事業
区が条例で定めた運営、設備基準等を満たし
て認可された保育事業です。小規模な施設で6
人から19人の児童の保育を行います。

保育課
施設数：A型13、B型5、C型6
（内、平成27年度新規開設：A型10）
定員：計314人、延利用者数3,475人

拡充 A
平成27年度より認可事業
となり、A型10施設を新
規に開設した

継続実施

37 臨時保育事業
認可保育所等の待機児童に対応するため、区
有地を活用して時限的に整備した施設におい
て保育を行います。

保育課
施設数：1
定員　60人
延利用者数 667人

維持・推
進 B

待機児童の多い0～3歳児
を対象とした施設であ
り、認可保育所と同等規
模の受入が可能である。

継続実施

38 家庭的保育事業

区が条例で定めた運営、設備基準等を満たし
て認可された保育事業です。家庭的保育者
が、自宅等で5人以下の児童の保育を行いま
す。

保育課
事業者数：3
定員　　　7人
延利用者数 84人

維持・推
進 B

平成27年度より認可事業
となった。

継続実施

新
規

居宅訪問型保育事業
区が条例で定めた運営、設備基準等を満たし
て認可された保育事業です。保護者の自宅で1
対1で保育を行います。

保育課
事業者数：1
定員：1人
延利用者数 12人

新規 B
平成27年度より認可事業
として開始。

継続実施

39 子ども福祉研修
公私問わず子ども福祉に携わる職員を対象
に、質の高い保育を展開するために保育理念
から保育実技まで幅広い研修を実施します。

子ども課

42講座、延1,394名（112名増）
私立民間事業所からの希望を受け、土曜日の
研修実施（2回）
重要・人気の研修は同じ内容で2回実施し、よ
り多くの受講ができるようにした

維持・推
進 B

待機児対策により私立・
小規模事業所が増加した
ため、回数や受講者枠を
増やした

28年度より対象施設に私立幼
稚園（15園）も加え、土曜研
修も3回に増やして実施予
定。研修内容も前年度の応用
編など充実を目指す。

評価理由
２８年度

以降の実施予定

Ⅱ　子ども・子育て支援の充実

事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

所管課
評価

概況
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（８）幼稚園の充実

40
私立幼稚園教育環境整備事
業

私立幼稚園の経営の安定と教育の充実及び心
身障害児教育の教育条件の維持・向上を図る
ため、補助金を支給します。

子育て支
援課

子ども・子育て支援新制度移行園を除く区内
私立幼稚園が対象。区内在住園児数の割合に
より減額率を適用。平成27年度は14園に交
付。

維持・推
進 B

私立幼稚園への補助を通
じ、教育環境の充実、幼
児教育の振興を図った。

継続実施

41
区立幼稚園児幼児期道徳性
育成事業

幼児期の道徳性を育成し、小学校への円滑な
接続につなげるため、区立幼稚園に園児の道
徳性育成等を担当する専任教諭を配置しま
す。

指導課 専任教諭（非常勤職員）を3園に配置
維持・推
進 A

幼稚園と連携しながら、
幼児の道徳性育成のため
取り組んだ。

継続実施

（９）認定こども園の推進

保育課

子育て支援
課

庶務課

指導課

（10）幼稚園・保育所と小学校の連携

子育て支援
課

保育課

指導課

子育て支援
課

保育課

指導課

取組方針２　地域の子育て支援の充実

（11）妊産婦の健康確保と出産の支援

健康推進課

長崎健康相
談所

維持・推
進 B

定期的な連絡会を設置
し、交流・情報交換を
行った

継続実施

認定こども園の整備検討

幼稚園・保育所・小学校の
教職員交流

【子育て支援課】
平成27年4月より、要町幼稚園が認定こども園
に移行。
利用定員：　1号認定 60人
　　　　　　2号認定 10人

維持・推
進

認定こども園移行によ
り、2号認定の利用定員
が増えたことで、区の待
機児童対策に貢献した。

【子育て支援課】新制度移行
の意向調査を踏まえ、関心の
高い私立幼稚園に対し、新制
度についての情報提供や意見
交換等を通じ、円滑な移行を
支援する。
【庶務課】　学務課にて推進
予定

A
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
的な提供の推進を図るため、幼保一体化の総
合施設の設置を検討します。

幼稚園・保育所・小学校の教職員による定期
的な連絡会の設置などにより、交流と情報交
換を進めます。

42

母子保健法の規定に基づ
き、想定どおりの取り組
みが実施できた。

継続実施

幼・保・小・中学校連携プ
ログラムの開発

44

【指導課】
幼稚園・小学校の教育連携ブロックと小・中
学校の一貫教育連携ブロックを指定。各ブ
ロックで、幼小中一貫教育連携プログラム作
成に向けたテーマを設定し、実践研究を実施
した。各ブロックで連携推進委員会を設置

維持・推
進 B

幼・保・小・中学校連携モデル校を指定し、
体力づくり・道徳・言語活動・英語など、
テーマごとの連携プログラムを作成します。
モデル校では連携プログラムの実践とあわ
せ、人的交流や指導方法の改善策も検討しま
す。

妊婦に母子健康手帳を交付します。交付時に
は母子保健事業（相談・訪問）についての情
報提供を行います。

43
【指導課】
区立幼稚園・小学校の教員による定期的な連
絡会を実施

テーマごとの連携プログ
ラムを実践し、指導方法
の改善策の検討に向けて
継続的に取り組んだ

継続実施

45 母子健康手帳交付
妊婦に母子健康手帳交付
（双子等、2人目以降の交付を含む。）
　　　　　　　　2,920件

維持・推
進 B
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健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

子育て支援
課

（12）保育サービスの充実

50 延長保育事業
保護者の勤務時間などにより、通常保育の時
間を超えて保育が必要な乳幼児を対象に延長
保育を実施します。

保育課
月極登録児童数
公立保育園（22所）：延3,877人
私立保育園（18所）：延2,812人

維持・推
進 C

私立新規園を中心に利用
実績が低い。

利用実績に合わせ延長保育時
間の設定調整を改めて行う。

51 短期特例保育

保護者の入院・看護・葬祭等により、緊急に
保育を必要とする乳幼児を一時的に（利用期
間は原則1か月以内）欠員のある保育園で預か
ります。

保育課

区立・私立の認可保育園において、欠員のあ
るクラスで緊急な事由による一時的な保育を
実施
　　延7人、延73日

維持・推
進 B

利用希望について、定員
に空きがある範囲で受け
入れた。

継続実施

継続実施

47 妊婦超音波検査受診票交付
超音波検査受診件数　2,026件
（里帰り等超音波検査助成20件含む）

維持・推
進 B 継続実施

46 妊婦健康診査事業

妊婦健康診査受診件数
・1回目：8,450円助成  2,571件
・2～14回目：5,150円助成24,101件
※里帰り等妊婦健康診査助成件数
　　　　 2,828件

維持・推
進 B

すべての妊婦を対象に、1回の妊娠につき1回
分の超音波検査受診票（無料）を交付しま
す。

妊婦の健康保持増進を図るため、1回の妊娠に
つき14枚の妊婦健康診査受診票を交付し、受
診票記載項目については全額公費負担による
健診を実施します。

出産にかかる経済的負担
を軽減し、妊婦が安心し
て出産することができる
ために必要不可欠な事業
であり、想定どおりの取
り組みができた。

直営で歯科健診を行って
いたときの約4倍の受診
者となり、身近な歯科医
院で受診できる効果が出
ている。

継続実施

妊産婦・乳幼児保健指導事
業

49
受診件数　77件
（妊婦59件、産婦10件、乳幼児8件）

維持・推
進 B

「豊島区母子保健法等の
施行に関する規則」にし
たがい、想定どおりの取
り組みができた。

継続実施

48 妊産婦歯科健康診査事業
受診件数　1,264件
（妊婦703件、産婦561件）

維持・推
進 B

すべての妊産婦を対象に、1回の妊娠につき、
１回の歯科検診及び保健指導を実施し、妊産
婦と子の歯と口腔の健康を推進します。

経済的理由により保健指導（定期健診）を受
け難い妊産婦・乳幼児に保健指導票を交付
し、指定医療機関において保健指導を実施し
ます。

新
規

ゆりかご・としま事業

妊娠中から出産・子育てに関する様々な不安
を軽減し、必要な支援を行うため、「ゆりか
ご面接（妊娠中の体やメンタル、赤ちゃんを
迎える準備等の相談）」と「おめでとう面接
（初めての子育て、赤ちゃんとの接し方等の
相談）」を実施するとともに、ゆりかご応援
グッズや誕生お祝い品を支給しています。

健康推進課・長崎健康相談所
・ゆりかご面接実施件数：1,849件 実施率：
49.9％
・応援グッズ引き渡し件数　1,876件
子育てインフォメーション、東西部子ども家
庭支援センター
・おめでとう面接実施件数：907件　実施率：
53.5％
・誕生お祝い品引き渡し件数　907件

新規 B

平成27年度から実施の新
規事業。妊娠・出産期の
切れ目のないきめ細かい
支援として継続していく
必要がある。

継続実施
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子育て支援
課 B

保護者の育児負担の軽減
と、虐待・養育不全の予
防と障害児のレスパイト
の効果がある。

継続実施

保育課 C
私立保育園で地域的な利
用の偏りがあり、ＰＲの
余地がある。

利用実績の少ない施設につい
ては、緊急一時保育等の待機
児童対策としての活用を行
う。小規模保育所型は認可移
行化によりＨ29年度以降事業
廃止。

53 定期利用保育事業
保護者の勤務形態や家族の介護等に合わせ
て、2歳児までの認可保育所等の待機児童を月
単位で預かり、保育します。

保育課
小規模保育所（1所）：
延利用児童86人、延利用日数1,418日

維持・推
進 B

保護者の状況に合わせた
多様な保育サービスが提
供できた。

実施している小規模保育所
が、認可保育園に移行するた
め、移行に伴い平成29年度以
降事業廃止。

54 病後児保育事業
認可保育所等に通っている乳幼児が、病気の
回復期などで、集団保育が適当でない時期
に、専用施設で一時的に保育します。

保育課

保育所併設型(3所）：
　　定員6人　延利用者数262人
診療所併設型(1所）：
　　定員4人　延利用者数422人

拡充 C
保育所併設型で地域的な
利用の偏りがあり、ＰＲ
の余地がある。

施設数、受入定員は現状維持

55 訪問型病児保育補助事業
病気で集団保育の困難な児童の自宅等に保育
士等が訪問して保育を行った際、保育料の一
部補助を行います。

保育課 特になし 検討中 D
Ｈ28年7月開始事業のた
め、27年度は実施すべき
事項がなかった。

Ｈ28年7月より事業開始。制
度の周知を図っていく。

56 学童クラブ事業
保護者が就労等で昼間家庭にいない小学生を
対象に、適切な遊びや生活の場を提供しま
す。

子ども課

子どもスキップ21施設、児童館1施設において
実施

定員2,089人
利用登録者数　1,591人（27年4月現在）

維持・推
進 B

登録希望者全員について
利用登録を行った。

長期休業期間中の定時前利用
や、夜間延長施設の拡充を検
討する。

57
区立幼稚園預かり保育の実
施

区立幼稚園の教育時間終了後、希望する在園
児を対象に「預かり保育」を実施します。

学務課

区立幼稚園（3園）預かり保育指導員：
非常勤職員3名、臨時職員@1,030×2,051時間

利用者：登録利用＠5,000　30人　延180件、
　　　　一時利用＠500　107人　延2,496件

維持・推
進 B

26年度に比べ微減ではあ
るが、必要なサービスで
あり今後も現状利用が想
定される。

毎年度実施しているアンケー
トの結果を踏まえ、更なる内
容の充実を検討する。

58
私立幼稚園一時預かり事業
の推進

私立幼稚園の教育時間の前・後や長期休み中
に在園児を保育する「一時預かり事業」を推
進します。教育時間を含め毎日10時間以上の
預かり保育を「特別預かり保育」とし、運営
費を補助して事業の拡充を図ります。

子育て支
援課

草苑幼稚園、目白幼稚園の2園で実施

年間延べ利用者数　1,178人

維持・推
進 B

区の補助を通じ、幼児教
育の場を活用した待機児
童対策の受け皿として継
続的に事業を実施した。

継続実施

（13）子育て支援サービスの充実

59 子どもショートステイ事業
保護者の疾病、出産などにより、一時的に保
育を必要とする児童に対して宿泊を伴う養育
を行います。

子育て支
援課

東京都石神井学園の利用
　　34件  49泊
区内協力家庭登録　1軒
　　0件　　0泊

維持・推
進 B

協力家庭の利用は0件で
あったが、利用件数は微
増しており概ね想定どお
り。

継続実施

一時保育事業52

【子育て支援課】
東部・西部子ども家庭支援センター
定員：各施設10人、区内在住者に限定。
・延保育児数　5,179人
・総保育時間数　26,822時間

【保育課】
公立保育園(6所）：延987人
私立保育園（7所）：延3,359人
小規模保育所（1所）：延474人

拡充

保護者が仕事・通院・通学・育児疲れの解
消、その他の理由で家庭での育児が一時的に
困難となる時に、満10か月（保育園は1歳）か
ら就学前の子どもを時間単位で預かり、保育
します。
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60
ファミリー･サポート･セン
ター事業

生後43日から小学校修了時までの子どもを持
ち、子育ての援助を必要とするかた（利用会
員）及び子育ての援助ができるかた（援助会
員）を会員とし、会員間のコーディネイトを
行うことにより子育てのお手伝いをします。
（会員組織からなる有償ボランティア活動で
す）

子育て支
援課

会員　1,766人
（28.3月末）
援助活動件数  　9,715件
援助会員養成講座　　2回
援助会員交流会開催　2回
フォローアップ講習会開催　2回

維持・推
進 B

毎年約1万件にのぼる活
動実績があり、利用会員
も増えている。今後は援
助会員数の増を目指して
いく。

継続実施

健康推進課

長崎健康相
談所

62 子育て訪問相談事業

就学前の子どもを養育する家庭からの相談や
関係機関からの情報提供により子ども家庭支
援センターの相談員が自宅を訪問し、相談内
容に応じて助言や情報提供、継続的な見守り
等を行います。

子育て支
援課

新規訪問家庭数　1,421件
訪問相談(子育て訪問相談)件数　2,217件
1歳のバースディ訪問相談件数　　979件

維持・推
進 A

昨年度に比べ、訪問件数
が増加。子育ての不安や
負担感を軽減し、虐待の
予防と早期発見による早
期対応を図ることができ
る。

継続実施

63
地域区民ひろばにおける
「子育てひろば」の運営・
開設

地域の乳幼児及びその保護者が相互の交流を
行う場を小学校区単位に整備し、その交流を
支援します。また、保護者からの育児相談に
応じ、必要な情報の提供を行います。

地域区民
ひろば課

新規開設した「区民ひろば豊成」、「区民ひ
ろば目白」及び大規模改修を終えた「区民ひ
ろば千早」に子育てひろばを新設。
「区民ひろば池袋本町」以外の全区民ひろば
に子育てひろばが開設された。

拡充 B

新設された区民ひろば２
か所及び、大規模改修後
の区民ひろばの子育てひ
ろば設置を行った。

29年度の「区民ひろば池袋本
町」子育てひろばの開設準備
として、28年度中にプレ事業
を開始する。これにより、す
べての区民ひろばに子育てひ
ろばが整備される。

64 子育てひろば事業補助
身近な地域における子育て家庭への支援を広
げるため、地域の団体が行う「子育てひろば
事業」に対し、運営助成を行います。

保育課
私立保育園１園に補助金を交付
　延べ利用者数　16,360人

維持・推
進 B

年々、利用実績が伸びて
きている。

継続実施

65 子育て支援総合相談事業

新庁舎の福祉総合フロア(4階）に子育て総合
相談窓口として、「子育てインフォメーショ
ン」を設置します。専用のスペースに「子育
てナビゲーター」を配置し、相談機能の充実
を図るとともに、子育てに関する各種講座や
サークル等の情報の発信を行います。

子育て支
援課

来庁件数　　　3,748件
来庁者数　　　7,345人
要支援家庭　　171件
関係機関連携　 42件

維持・推
進 A

来庁者数の目標値5,000
人を上回り、関係機関と
の連携も好調である。

継続実施

取組方針３　特徴のある子育て支援サービスの充実

（14）子どもの健康確保のための取組み

健康推進
課

長崎健康
相談所

3～4か月児の乳児を対象に健康診査、育児相
談、栄養相談を行います。また、6～7か月児
及び9～10か月児の健診は都内の医療機関に委
託して実施します。

61 こんにちは赤ちゃん事業
訪問件数　1,993人
（健康推進課 1,382人　長崎健康相談所 611
人）

維持・推
進 B

母子保健法、児童福祉法
で義務づけられた事業で
あり、家庭訪問による発
育、栄養、環境等の確認
と指導は重要である。

継続実施

産婦及び生後4か月までの乳児を対象に保健師
や助産師が家庭を全戸訪問し、母子及び家族
の保健指導や、子育て情報の提供を行いま
す。

法令で義務付けられてお
り、実施義務が課せられ
ている。子どもの発育・
発達を確認する重要な事
業である。

継続実施66 乳児健康診査事業

【対象者】
健康推進課1,567人　　長崎健康相談所639人
【受診者数】
3～4か月児健診受診者数：健康推進課1,446人
長崎健康相談所604人
【委託実施分】
（健康推進課・長崎健康相談所）
6～7か月児健診受診者数    1,877人
9～10か月児健診受診者数    1,787人

維持・推
進 B
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健康推進
課

長崎健康
相談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

健康推進課

長崎健康相
談所

指導課

72 休日診療事業
休日診療所において、内科・小児科・歯科の
休日診療（昼間）並びに内科・小児科の休日
及び土曜診療（準夜間）を実施します。

地域保健
課

年間開設日数
休日73日、土曜準夜51日
受診者数
　休日（内科・小児科）　年間4,087人
　準夜（内科・小児科）　年間1,423人
　休日（歯科）　　年間447人
　休日（調剤）　　年間5,186人

維持・推
進 B

医師会・歯科医師会・薬
剤師会と連携を取りなが
ら、実施。

    　　  継続実施
平日準夜間小児救急案内リー
フレット（外国語版）に内容
掲載し、事業の周知を図る。

73
平日準夜間小児初期救急診
療事業

都立大塚病院内の「豊島こども救急クリニッ
ク」において、15歳以下の子どもを対象に、
平日の準夜間（午後8時～11時）に週5日間、
小児初期救急診療を実施します。

地域保健
課

実施期間：平成27年4月～28年3月
診療日：平日（月～金）祝日及び年末年始除
く
診療時間：午後8時～11時
対象者：急病になった15歳（中学生）以下
年間診療日　242日
年間受診者　780人

維持・推
進 B

健康推進課が実施する母
子訪問の際に、母子手帳
サイズのリーフレットを
配付するなど、宣伝に努
めた。年1回、医師会
（医師手配）・都立大塚
病院と協議会を開催し、
課題について検討。

    　　  継続実施
外国語版のリーフレットを作
成し、事業の周知を図る。

74
おたふくかぜワクチン接種
助成事業

ムンプスウイルスの感染による流行性耳下腺
炎と重い合併症を防止するため、1歳から小学
校就学前までの小児を対象に1人につき1回、
おたふくかぜワクチンの接種費用助成を行い
ます。

健康推進
課

接種助成件数　2,212件
（1回3,000円助成）

維持・推
進 B

おたふくかぜワクチンの
予防接種を推進し、おた
ふくかぜの流行を予防し
ている。

平成28年度より全額助成を開
始

子どもの生活習慣の維持と健康づくりのため
に、相談・教室等を通じて家庭での食生活改
善等の支援を進めるとともに、保育園・幼稚
園、小・中学校との連携を図りながら普及啓
発を行います。

1歳6か月児に歯科健診、保健相談、栄養相
談、心理相談を行います。また、内科健診（1
歳6か月～2歳未満児）は区内医療機関に委託
して実施します。

3歳児を対象に健康診査、歯科健診、保健相
談、栄養相談、尿検査、心理相談を実施しま
す。

乳幼児をむし歯から守るために、4歳未満の乳
幼児を対象に歯科健診及び歯みがき指導を実
施します。

身近な区の施設等を会場として、乳幼児を対
象に身長、体重の計測と栄養相談、育児相
談、歯科相談等を実施します。

67 １歳６か月児健康診査事業

【対象者】1,954人
健康推進課 1,423人　長崎健康相談所 531人
【受診者数】
(集団健診実施分)　1,620人
健康推進課 1,169人　長崎健康相談所 451人
(委託実施分)　1,709人
健康推進課 1,221人　長崎健康相談所 488人

維持・推
進 B

法令で義務付けられてお
り、実施義務が課せられ
ている。子どもの発育・
発達を確認する重要な事
業である。

継続実施

法令で義務付けられてお
り、実施義務が課せられ
ている。子どもの発育・
発達を確認する重要な事
業である。

継続実施

69 乳幼児歯科衛生相談事業
【受診者】2,520人
健康推進課　1,802人　長崎健康相談所　718
人

維持・推
進 B

豊島区歯と口腔の健康づ
くり推進条例及び計画に
基づき事業を行い、より
一層充実したサービスが
求められている。

継続実施

68 ３歳児健康診査事業

【対象者】1,779人
健康推進課 1,253人　長崎健康相談所 526人
【受診者数】1,619人
健康推進課 1,128人　長崎健康相談所 491人

維持・推
進 B

継続実施

71
「早寝、早起き、朝ごは
ん」推進運動

【健康推進課】
1.6歳児・3歳児健診各24回及び食育講習会10
回
【長崎健康相談所】
1.6歳児・3歳児健診各12回及び食育講習会8回
小学3年生を対象にした健康教育1回（44人）

維持・推
進 B

健診の機会を捉え、個別
に指導を実施。

継続実施

70
64回　利用人数1,761人
　健康推進課　40回　888人
　長崎健康相談所24回　873人

維持・推
進 B

母子保健法による相談を
8会場で実施

出張健康相談事業
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75
先天性風しん症候群の発生
防止のための緊急対策事業

胎児の先天性風しん症候群の発生を防止する
ため、下記対象者に風しんの抗体検査費用の
全額助成を行い、抗体価の低い対象者には、
MRまたは風しん予防接種費用の全額助成を行
います。
＜対象者＞
①妊娠を希望する女性　②妊娠を希望する女
性のパートナー又は同居者　③風しんの抗体
価が低い妊婦のパートナー又は同居者

健康推進
課

・抗体検査助成件数
①妊娠を希望する女性：857件
②妊娠を希望する女性又は風しん抗体価の低
い妊婦のパートナー又は同居者：337件

・ 風しん感受性者への予防接種助成件数：
447件

維持・推
進 B

妊娠・子育て世代対象に
風しん予防接種を行うこ
とで、先天性風しん症候
群予防となっている

継続実施

76
Ｂ型肝炎ワクチン接種助成
事業

B型肝炎ウィルスの感染を予防するため、生後
2か月から12か月に至るまでの子どもを対象に
一人につき3回のB型肝炎ワクチン接種費用を
全額助成します。ただし、平成27年度に限
り、生後2か月から2歳に至るまでの子どもを
対象とします。

健康推進
課

接種助成件数　6,332件
維持・推
進 B

B型肝炎ワクチンの予防
接種を推進し、B型肝炎
の流行を予防している。

平成28年10月1日より定期予
防接種化

（15）家庭教育の支援

健康推進課

長崎健康相
談所

78 両親学級開催事業

育児を父母共同の責任としてとらえ、特に父
親としての役割を学ぶことを目的とし、父親
としての心構え、沐浴の仕方等について指導
を行います。

健康推進課
実施回数 　18回
受講者数　993人

維持・推
進 B

毎回定員を超える申し込
みがある

実施回数を21回に増加

健康推進課

長崎健康相
談所

80 母親の子育て講座の開催

子ども家庭支援センターにおいて、子どもの
発達や食育、遊びなど、広く子育てに関する
学習を行います。また、他機関との連携や民
間（NPO）との共催も視野に入れた講座なども
行います。

子育て支
援課

東部子ども家庭支援センター
　親子遊び広場で実施
　育児講座学習会17回439人
西部子ども家庭支援センター
　親子遊び広場・発達支援事業で実施
　育児講座学習会21回319人

維持・推
進 B

子育てについて様々な角
度から学習することで育
児の不安や負担感を軽減
する効果がある。

継続実施

81 親の子育て力向上支援事業

子ども家庭支援センターにおいて、子どもの
発達や養育に関して不安を感じている親が、
グループで意見交換し、自らの力で問題を解
決していく親支援プログラムを実施します。

子育て支
援課

東部子ども家庭支援センター
・ノーバディーズパーフェクト
　3回実施　延受講者数176人
西部子ども家庭支援センター
・ノーバディーズパーフェクト
　2回実施　延受講者数86人
・ペアレントトレーニング
　2回実施　延受講者数59人

維持・推
進 B

児童虐待の未然防止の観
点から継続的に事業を実
施。
参加者数の増加もあり、
今後も成果が期待され
る。

継続実施

母乳で育てたいと考えている母親のために、
母乳相談を実施します。

妊娠中の栄養、お産の準備、産後の摂生、保
育方法・歯の衛生について保健師・栄養士・
助産師・歯科衛生士等による講義・実技及び
指導を行います。

継続実施

77 母親学級開催事業

健康推進課　年36回
　　269人(延955人)
長崎健康相談所　年27回
　　121人(延351人)

維持・推
進 B

妊娠期の過ごし方と地域
の子育て支援情報を初め
て妊娠した方に提供して
いる

継続実施

79 母乳教室事業

【母乳教室】22回　参加者170人（健康推進課
10回　長崎健康相談所12回）
【卒乳教室】12回　参加者196人（健康推進課
2回　長崎健康相談所10回）

維持・推
進 B

母乳に関する相談と同様
に、卒乳に関する相談も
多くなっている
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学習・ス
ポーツ課

庶務課

83 父親の子育て講座の開催

①子ども家庭支援センターにおいて、父親対
象で「親子ふれあい遊び」「親子音楽あそ
び」等の子育て講座を実施します。子どもと
遊んだ後、父親グループでファシリテーター
が中心となり夫としての役割・父親としての
子どもとのかかわり方等について、父親同士
意見交換などをしていきます。
②お父さんの初めての育児を支援するため、
子どもと遊ぶツールとしての絵本の読み聞か
せ方・身体を使った遊びなどの講座を実施し
ます。また、親子で楽しめる音楽会・コン
サート等を開催しています。

子育て支
援課

○東部子ども家庭支援センター
・4回 161人
○西部子ども家庭支援センター
・2回 51人

維持・推
進 A

実際に父親である男性講
師が講座を行うことに
よって、具体的な理解を
深め、父親の育児参加を
促進することができる。
実施回数を増やしたこと
で、参加者数も実績を上
げた。

継続実施

（16）子育て環境の充実

84 子どもの医療費助成事業
中学校3年生までの子どもにかかる通院・入院
の医療費（乳幼児は食事負担額を含む）の自
己負担分を助成します。

子育て支
援課

対象者数：25,619人
医療助成費：849,932,755円

維持・推
進 B

子育て世帯の経済的負担
軽減に非常に重要であ
る。

継続実施

85 入院助産

入院して分娩する必要があるにもかかわら
ず、経済的にその費用を支払うことが困難な
妊産婦のかたに、入院費用の全部または一部
を補助します。

子育て支
援課

都立病院　5件
私立病院　3件

維持・推
進 B

経済的に困窮している妊
婦が安心して出産するた
めに必要な事業である

継続実施

86
認証保育所保育料負担軽減
補助事業

認証保育所利用者で保育を必要とする児童の
保護者を対象に、認可保育所と認証保育所の
保育料差額に応じて一定額を補助します。

保育課
補助件数：延2,657件 維持・推

進 B

次年度以降に認可に移行
する認証保育所があるた
め補助対象者減が見込ま
れる。

継続実施

82 家庭教育推進事業

①各区立小学校のPTA会長より推薦された各校
1～2名の家庭教育推進員が、家庭教育につい
て学びあい、その成果を地域にフィードバッ
クしていきます。
②子どもの年齢により異なる家庭教育のあり
方やその重要性を考える機会として、それぞ
れの年代に合わせたテーマで講座を開催しま
す。
③各区立小・中学校ＰＴＡ、及び区立幼稚園
職員と園児の保護者が企画･運営する家庭教育
講座の開催を支援します。

①家庭教育推進員活動
「家庭からはじめるキャリアデザイン」を
テーマに10回開催　推進員　51名　受講満足
度　124％（評価アンケート肯定回答数受講前
比）
②家庭教育学級
中高生コース1日間・小学校高学年コース1日
間　延参加者　61名
③家庭教育講座
17校（幼稚園3園を含む）にて18講座開催
延参加者　1,393名

維持・推
進 B

①③はPTA等との連携等
により継続して実施
参加者からは好評価をい
ただいている
②は講座数が少なかった
ため、28年度は計画的に
実施する体制をとってい
る

①家庭教育推進員活動
「家庭からはじめるキャリア
デザイン」をテーマに10回開
催
②家庭教育学級
中高生コース･小学生コース
(高学年･低学年)
③家庭教育講座
幼･小･中のPTAや保護者によ
り開催
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87
私立幼稚園等園児保護者援
助事業(入園時補助を含む)

私立幼稚園に在園する幼児の保護者の負担軽
減を図るため、補助金を交付します。

子育て支
援課

保護者の所得に応じ、各補助金を交付。平成
27年度より「③保護者補助金」について、第1
子の補助月額を4,000円から6,000円に拡充。
①就園奨励費補助金（国制度・所得制限有）
　交付人数：1,191人
　交付額：162,653千円
②保護者負担軽減補助金（都制度・所得制限
有）
　交付人数：933人
　交付額：42,731千円
③保護者補助金（区制度・所得制限無）
　交付人数：1,957人
　交付額：118,439千円
④入園時補助金（区制度・所得制限有）
　交付人数：512人
　交付額：15,360千円

拡充 B

私立幼稚園に通う子育て
世帯の経済的支援を行
い、区民の子育てを経済
面から支援した。

継続実施

健康推進
課

長崎健康相
談所

89
「ミニキッズセーフ」コー
ナーの設置

セーフコミュニティの拠点となる区民ひろば
の「子育てひろば」に、安全・安心の取組み
として「家庭内における子どものケガ・事故
予防」に関わるグッズや情報の展示・掲示を
行っています。

地域区民
ひろば課

全22か所のうち、改修中・子育てひろば未設
置の区民ひろばを除く、19か所で実施。
【展示物】
ドアセーフティ(引き戸用)、ゆびストップ、
安心クッションL字型・コーナー型、マルチ
ロック、多用途ストッパー、誤飲チェッ
カー、チャイルドビジョンなど

維持・推
進 B

各区民ひろばより、展示
物の状態について調査を
行い、破損等があるもの
や希望されたものを購入
し配布。子どもたちの安
全への取り組みとして、
継続的に実施。

継続実施

健康推進
課

長崎健康
相談所

健康推進
課

長崎健康
相談所

健康推進
課

長崎健康
相談所

健康推進
課

長崎健康
相談所

妊娠に対する正しい知識・理解を広げます。
個人の問題とせず、「地域の妊孕力」を育て
ます。

結婚・妊娠・出産・子育て支援の情報発信を
行うモバイルサイトを導入し、双方向性の支
援を実施します。また、予防接種スケジュー
ル管理とお知らせメールの自動配信を行いま
す。

子どもの死亡原因の上位を占める「不慮の事
故」を減少させるため、池袋保健所内にモデ
ルルーム仕様の体験型施設を設け、保護者・
関係者が家庭内の事故予防について見て、触
れて、学べる場を提供しています。（家庭内
の事故：台所でのやけど、浴槽での溺水、ベ
ランダからの転落等）

40歳代までの女性を対象とした、からだとこ
ころの専門相談を実施します。女性が生涯を
通じて健やかに自らの人生設計を行えるよう
に、専門職が支援します。

「としま育児サポート手帳」を独自に作成
し、支援者と養育者間、支援機関間の連携
ツールとして活用します。また、「としま育
児サポーター」の導入により、家庭訪問、子
育て環境改善、支援機関への橋渡しを実施
し、切れ目のない支援の実現と支援ネット
ワークの形成を図ります。

90
女性のための専門相談　…ライ
フプラン形成のための健康相談
事業…

12回　相談延人数 87人
維持・推
進 B

妊娠の希望や産後のから
だのメンテナンス等の相
談で活用されている

継続実施

子ども事故予防センター「キッ
ズセーフ」の運営と事故予防の
啓発

88 センター来所者数　6,925人
維持・推
進 B

毎月一定の会員増加数を
保っており、想定どおり
の取り組みができてい
る。

継続実施93
としま見る知るモバイル　…結
婚から出産・子育て応援サイト
…

平成27年度末時点登録者数：2,739人
維持・推
進 B

赤ちゃん訪問後のフォ
ローなど子育て期の支援
をきめ細かく実施してい
る

継続実施

92
妊孕力（にんようりょく）
啓発セミナー

女性を対象とした妊孕力セミナー　45人
男性を対象とした妊孕力セミナー　31人

維持・推
進 B

妊孕力について、男性も
含め若い世代が参加しや
すい形で実施している。

継続実施

91
としま育児サポート手帳・
としま育児サポーターの導
入

としま育児サポート手帳交付数　3000冊
としま育児サポーター訪問・相談件数　135件

維持・推
進 B

両親学級、3歳児健診等
の際に見学する機会を設
けている

継続実施
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94
若年者の健康支援スペース
の開設

池袋保健所1階を改修し、女性や若年者のライ
フプラン形成のためのスペースを設け、女性
や若者への支援を図ります。

健康推進
課

テーマ展示　12回
民間事業者・団体の協力による展示　12回

維持・推
進 C

認知度を高める必要があ
る

継続実施

95
東部･西部子ども家庭支援セ
ンター事業

育児不安や子育てに悩む親や、子ども自身か
らの相談を受け、関係機関と連携して問題の
解決を図ります。乳幼児とその親が遊びなが
ら1日過ごせる場所を提供するとともに、子育
て・子育ちを地域で支え合う活動や仲間づく
りを支援します。

子育て支
援課

センター事業総利用者数　　　76,724人
相談事業　　　　　　　　　　延8,551人
親子遊び広場総利用者数　　　61,382人
地域組織化活動　　　　 　 延10,437人
ウエルカム赤ちゃん事業　　23回・77人

維持・推
進 B

区民のニーズに対応した
事業を展開している。ま
た、相談件数の増加が虐
待の未然防止につながっ
ている。

継続実施

96 産後サポーター事業

産後サポーター（区民の有償ボランティア）
を援助の必要な家庭に紹介し（産院等から
戻った翌日より１か月以内に10日間）、家事
や育児のお手伝いをします。

子育て支
援課

利用者数47人、305日、692時間の援助を実施
活動したサポーター数延53人
1利用者平均6.5日　14.7時間
1日あたり援助時間2.3時間

維持・推
進 B

昨年度と比較して活動日
数、活動総時間共に伸び
ている。

継続実施

97 育児支援ヘルパー事業

保護者の体調不良やストレスのために育児や
家事に支障がある2歳未満の子どもを養育する
家庭に対し、育児支援ヘルパーを派遣し支援
を行います。要件によっては、ひとり親家庭
等も対象になります。

子育て支
援課

訪問相談件数　　　　　　　  305件
ヘルパー派遣件数　　　　　　 751件
ヘルパー総派遣時間　　　 2,018時間

維持・推
進 A

昨年度に比べ、派遣時間
数が27％増加。要支援家
庭に対する直接的なサー
ビスとして、児童虐待の
予防効果が大きい。

継続実施

98 休日保育事業
日曜日、国民の祝日に保護者等の就労等の理
由により、家庭で保育が困難となった乳幼児
をお預かりします。

保育課
私立保育園（3所）：
　　　　　利用人数延786人

拡充 B

新制度への移行に伴い、
休日保育の利用料が原則
無料になったことにより
利用実績は増傾向にあ
る。

継続実施

99 乳幼児健全育成相談事業
育児情報の提供、子育て不安の解消を目的
に、保育園においてふれあい体験保育、育児
相談を実施します。

保育課
区立体験保育：77件
区立保育園育児相談　595件

維持・推
進 C

育児相談件数が、減少傾
向にある。

継続実施
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Ⅲ困難を有する子どもやその家族への支援

取組み方針1 要支援・要保護児童への支援

（17）児童虐待防止対策の強化

事 業 名 内 容

100
子ども虐待防止ネットワー
ク事業

①児童虐待の予防・防止に関するネット
ワークの重層的整備を図ります。②児童問
題に関する各関係機関相互の調整とケース
管理を行います。③マニュアル等を教材と
した職員研修の充実を図ります。

子育て支援
課

○児童虐待受理件数　464件
○ケース会議　425回
〇家庭訪問　827回
〇面接　375回
○区民講演会　1回
○関係機関職員研修　4回
○養育家庭体験発表会開催　1回
○民生・児童委員懇談会開催2回

維持・
推進 A

虐待防止ネットワークの構
築により、緊密な連携の必
要性が高まっている。ま
た、「居住実態が把握でき
ない児童」への対応や児童
相談所設置に向けて検討、
準備を行っていく必要があ
り、虐待防止ネットワーク
の更なる充実・強化が不可
欠である。

継続実施

9 児童虐待防止の普及・啓発 再掲 子育て支援課 再掲

61 こんにちは赤ちゃん事業 再掲
健康推進課・
長崎健康相談
所

再掲

62 子育て訪問相談事業 再掲 子育て支援課 再掲

81 親の子育て力向上支援事業 再掲 子育て支援課 再掲

取組み方針２　障害のある子どもの支援

（18）障害のある子どもの支援

101 区立幼稚園幼児教育相談

区立幼稚園に在園する特別な支援を必要と
する幼児を対象に、グループ活動による
ソーシャルスキルトレーニング及び個別支
援を行います。

教育セン
ター

グループ指導　延べ12名
維持・
推進 B

区立幼稚園と連携し、当初
の計画通りの活動を実施で
きた。

継続実施

102
固定学級や通級指導学級と
通常学級の交流、共同学習
の充実

固定学級や通級指導学級における交流や、
共同学習の充実を図り、障害のある児童・
生徒と障害のない児童・生徒が相互に理解
し合い、共生社会の実現に向けた取組みを
一層充実します。

指導課
学校行事等を通して児童生徒が交流し相互理
解を深めていけるような取組を実施した

維持・
推進 A

学校と連携し、児童生徒の
相互理解、共生社会の実現
に向けて継続的に取り組ん
だ

継続実施

103 障害児保育事業

障害のある乳幼児を保育所で保育し、集団
の中で生活することによる成長を図りま
す。

保育課
区立保育園19園及び公設民営3園、私立保育
園18園で実施。

維持・
推進 B

全園で受け入れ体制をとっ
ている。

継続実施

104 巡回子育て発達相談事業

東部子ども家庭支援センターでは、保育園
や子どもスキップ・学童クラブを巡回し、
従事する職員に対して、発達に課題のある
子どもの保育に関する具体的なアドバイス
を行います。また施設を利用する保護者か
らも、子育てや子どもの発達についての相
談を受け対応します。

子育て支援
課

巡回心理相談　　　　　　473回
障害児保育巡回指導件数　2498件
障害児童巡回指導件数　　147件
保護者相談・指導件数　　73件
東部子ども家庭支援センターでの心理相談
　　　　　     　　　　　67　回

維持・
推進 A

子ども・子育て支援新制度
による地域型保育所などが
新設され、ニーズも増加し
ており、効率性が高い。

継続実施

評価理由
２８年度

以降の実施予定
事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

所管課
評価

概況
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105 発達支援相談事業

・西部子ども家庭支援センターにおいて、
心身の発達に何らかのかたよりや障害のあ
る乳幼児の保護者からの発達、療育、訓
練、進路等に関する相談に応じ、助言、指
導を行うとともに、関係機関へ連絡、紹介
等を行います。
・西部子とも家庭支援センターにおいて、
心身の発達に何らかの問題や障害、心配の
あるお子さん、その家族を対象に、個別や
集団での訓練や必要な支援を行います。
（児童発達支援事業）

子育て支援
課

発達支援事業
　総利用者数　4,943人
　発達専門相談件数　1,909件
  通所指導(毎日通所延出席数）1,101人
　通所指導(親子通所延出席数）588人

維持・
推進 B

早期発見プログラムや、集
団療育、個別専門療育の需
要が増加しており、総利用
者数、発達専門相談件数等
実績に反映している。

継続実施

106
障害児通所支援事業（児童
発達支援）

　心身の発達に何らかのかたよりや障害、
心配のあるお子さん、その家族を対象に、
個別や集団での訓練や必要な支援を受ける
ための受給者証を発行します。

障害福祉課
（障害福祉
サービス担
当）

延利用者数　1,316人
実人数　　　　188人

維持・
推進 B

将来的な支援指針となる障
害児支援利用計画の作成を
推進

継続実施

107
障害児通所支援事業（医療
型児童発達支援）

　医療型児童発達支援センター並びに指定
医療機関において、児童発達支援及び治療
を受けるための受給者証を発行します。

障害福祉課
（障害福祉
サービス担
当）

延利用者数　41人
実人数　　　 3人

維持・
推進 B

将来的な支援指針となる障
害児支援利用計画の作成を
推進

継続実施

108
障害児通所支援事業（放課
後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）

　学校通学中の障害児に対して、放課後や
夏休み等の長期休暇中において、生活能力
向上のための訓練等を継続的に受けるため
の受給者証を発行します。

障害福祉課
（障害福祉
サービス担
当）

延利用者数　1,035人
実人数　　　　106人

維持・
推進 B

将来的な支援指針となる障
害児支援利用計画の作成を
推進

継続実施

109
障害者（児）日中一時支援
事業

　障害児を介護しているかたが疾病等の理
由で一時的に介護できない時に、障害児に
対して宿泊を伴わない短期的な施設を提供
し、日常生活の援助・日中活動の支援を行
います。

障害福祉課
（障害福祉
サービス担
当）

平成27年度児童の
延利用者数　142人
延利用回数　361回
実施事業所　4か所

維持・
推進 B

施設や学校の保護者会等で
事業に関する積極的な説明
を行った

継続実施

子ども課

障害福祉課

111
発達障害者支援ネットワー
ク会議

区内の保健、福祉、教育に関わる関係機関
による発達障害者支援ネットワーク会議を
開催し、各ライフステージを通じて一環し
た支援ができるよう、発達障害者支援に係
る課題の検討、情報の共有を行います。

障害福祉課
専門部会3回
ネットワーク会議　1回

維持・
推進 B

支援者ガイド及び、リーフ
レットを改定。
外部講師を招いて事例検討
を実施。

専門部会3回、ネットワーク
会議2回開催予定。発達障害
に関する相談窓口の設置につ
いて検討を進める。

112
発達障害者心理相談補助事
業

豊島区在住で発達障害あるいは発達障害に
起因する問題について、本人またはその家
族が区内大学の心理相談（カウンセリン
グ）を受ける際の費用の一部を補助しま
す。

障害福祉課
補助件数
大正大学　201件
帝京平成大学　28件

維持・
推進 C

補助件数が横ばいであり、
更なる周知が必要。

継続実施

113 発達サポートファイル

　発達障害者（児）が、ライフステージを
通じて切れ目なく適切な支援を受けられる
ように、支援の経過記録や資料をまとめて
おけるファイルを作成し、各機関を通じて
配布しています。

障害福祉課 サポートファイル　100部作成
維持・
推進 B

就学時など活用が定着化し
てきており、今後も定期的
に作成していく。

隔年作成予定

本人及び家族を対象とする
幅広い事業を掲載。関係機
関に配付し、HPにも掲載。

引き続き同じような形態で作
成するか、子育てガイドブッ
クの中の障害児向けのサービ
スのページを充実させるか検
討する。

110
障害児福祉のしおり（仮
称）の作成

「障害のあるお子さんのために」1,000部発
行
障害者福祉のしおりから、18歳未満が対象に
含まれるサービスや事業のうち主なものを抜
粋して冊子を作成。子育て・障害児関連の相
談窓口等で配付。

維持・
推進 B

障害児が利用できる制度、サービスをまと
めた「障害児福祉のしおり（仮称）」を作
成し、障害児及びその家族が円滑に制度や
サービスを利用できるよう情報提供を行い
ます。
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114
発達障害者支援事業(啓発事
業）

発達障害について区民の理解を促進するた
めに、区民対象の講演会の開催、リーフ
レットの発行、中央図書館での特集展示等
の啓発事業を行います。

障害福祉課

区民向け講演会　2回実施
参加者数　延べ83名
リーフレット作成
　　（一般用1000部・幼児用3000部）

維持・
推進 B

講演会の参加人数は昨年よ
りも増加。

継続実施

取組み方針3　子どもの権利保障のための相談支援

（19）子どもの権利を保障する取組み

7
「子どもの権利」の理解の
普及・啓発

再掲 子ども課 再掲

115
「子どもの権利擁護セン
ター(仮称)」の設置

虐待やいじめ、不登校、ひきこもり、貧
困、非行・犯罪、セクシャル・マイノリ
ティ（性的少数者）、外国人など、子ども
自身からの相談に応じるために、子どもの
権利擁護委員を配置した子どもの権利擁護
センター（仮称）を設置し、子どもの権利
侵害を予防、救済します。

子ども課

中高生センタージャンプ（2か所）にて、そ
れぞれ月1回権利擁護委員の弁護士に相談す
ることが出来るが、新たなセンターの設置に
は至っていない。

検討中 D

子ども自身からの様々な相
談に応じることが出来るよ
うに「子どもの権利擁護セ
ンター」の設置を検討。

権利擁護委員の状況を見なが
ら設置について検討を行う。

116
子どもの権利擁護委員相談
事業

子どもの権利侵害について相談に応じ、救
済や回復のために支援をします。また、権
利侵害に関わる調査・調整を行い、関係機
関等と連携を図り、子どもの権利侵害を予
防し、子どもの救済や回復に努めます。

子育て支援課

子育て支援課東部子ども家庭支援センターを
事務局に22年1月より実施。
弁護士（2名）配属。
 児童虐待等権利侵害に対し、関係機関と連
携し、救済や回復に努める。

維持・
推進 A

虐待等、子どもの権利侵害
に対応するために、アウト
リーチによる相談等を更に
強化する必要がある。

継続実施

117
「子どもの権利委員会」の
設置

子どもの権利に関する条例に基づく計画や
施策を検証し、その結果として制度の改善
等を提言します。

子ども課 実施に至っていない。 検討中 D 事業実施に向けて検討 事業実施に向けて検討

118 子ども家庭女性相談事業

配偶者の暴力から逃げてきた被害者を一時
保護し、安定した生活が送れるようにしま
す。他部署と連携して女性や子どもの権利
を守るため、ひとり親家庭及び女性に対す
る相談・指導、援助を行います。

子育て支援課

母子相談　6,146件
父子相談　　71件
女性相談　3,137件（うちDV相談300件）
家庭相談　　96件

維持・
推進 A 相談件数が増加している。 継続実施

119
更生保護サポートセンター
の設置

保護司会の活動拠点となる更生保護サポー
トセンターを開設し、週2回開催の青少年相
談を実施します。

子ども課
27年度から開設となり、週２回の青少年相談
をはじめ、保護司会の活動拠点となり、ス
ムーズな運営を実施できている

維持・
推進 B

保護司会の活動の拠点と
なっている

継続実施

120 人権擁護委員相談事業
法務大臣から委嘱された人権擁護委員が、
子どもを対象とした電話相談を、24時間・
365日実施します。

区民相談課
携帯電話による電話相談実績
平成２７年度　４９件

維持・
推進 B

困ったとき、悩んだときに
いつでも相談でき、非常に
有効である。

継続実施

（20）不登校・ひきこもりの子どもへの支援

121
ひきこもりのための訪問支
援事業

東京都で実施している「ひきこもりサポー
トネット」の一時受付窓口となり、訪問支
援へつなげます。

子ども課
問い合わせ等　：３件
　　「ひこもりサポートネット」に繋げた

維持・
推進 B

ひきこもりの若者やその家
族を東京都の相談支援事業
につなぐ一時的な窓口と
なっている。

継続実施

122 適応指導教室

区立小・中学校の不登校児童・生徒に対し
て、それぞれの状況に応じ、学習の援助や
助言を行います。各学校、家庭を訪問する
とともに、関係諸機関との連携を図ってい
きます。

教育セン
ター

在籍児童・生徒数　45名
学校復帰児童・生徒数　5名

維持・
推進 B

生活リズムや基本的生活習
慣を身に付けさせ、学校復
帰できるための指導を行っ
ている。

継続実施
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123 教育相談

いじめ・不登校等教育上の悩みをもつ子ど
も、保護者や学校及び幼稚園関係者を対象
に臨床心理士による来所相談・電話相談を
行います。

教育セン
ター

延べ相談件数　8,804件
相談取扱人数　418人
電話相談　　　100件

維持・
推進 B

幼児から高校生年代の子ど
もとその保護者への相談を
実施、必要に応じて学校や
関係機関とも連携を図って
いる。

継続実施

指導課

教育セン
ター

125
スクールソーシャルワー
カー活用事業

区立小・中学校の不登校やいじめ、暴力行
為、児童虐待等生活指導上の問題に対応す
るため、社会福祉等の専門的な知識や技術
を有するスクールソーシャルワーカーを派
遣し、児童・生徒の置かれた様々な環境へ
の働きかけや関係機関等とのネットワーク
を構築し、問題解決を図ります。

教育セン
ター

ＳＳＷ申請件数　65ケース 拡充 A
学校への周知が広がり活用
件数が増加し、関係機関と
の連携も進んだ。

継続実施

（21）外国籍の子どもへの支援

126 日本語指導教室

区立小・中学校に就学している日本語能力
が不十分な児童に、日本語の習得を目的と
する授業を行い、学習理解、生活習慣の習
得を容易にします。その際、児童の個々の
状況に合わせた個別指導を行います。

教育セン
ター

在籍人数　33名
（内訳）小学生　15名
　　　　中学生　18名

維持・
推進 B

あいさつや学校生活に必要
な言葉や会話力、ルール等
の指導を行っている。

継続実施

127 日本語初期指導事業

区立幼・小・中学校に就学する帰国・外国
籍園児・児童・生徒・保護者に対して通訳
を派遣し、日本語指導や相談、適応指導を
行います。

教育セン
ター

通訳派遣人数　72名
派遣時間　2,088時間

維持・
推進 B

児童・生徒及び保護者の学
校生活への不安を解消して
いる。

継続実施

128
パンフレット等の外国語版
の作成

区内には多くの外国人が暮らしています。
学童クラブのご案内や区の広報・パンフ
レットなどについて、外国語版を作成して
います。

各課

図書館課：利用案内（英語・中国語）
広報課：広報パンフレット（英語）
健康推進課：記録ページが外国語併記されて
いる母子健康手帳（8か国語対応）
子ども課：学童クラブ利用案内（英語・中国
語）
子育て支援課：一時保育利用案内及び連絡
票、子ども家庭支援センター利用案内、育児
支援ヘルパー事業利用案内、ファミリー・サ
ポート・センター事業利用案内（英語）
学務課：学校保健関係文書・諸用紙（英語・
中国語・韓国語）
教育センター：窓口対応用に抜粋版を用意
（英語、中国語）
男女平等推進センター：男女共同参画都市宣
言パンフレット（4か国語）

維持・
推進 B 各事業の状況に応じて作成

　　　　　継続実施

地域保健課：休日診療、平日
準夜間小児救急案内等の外国
語版
　を作成
学務課：「就学援助のお知ら
せ」（英語・中国語）を作成

124 スクールカウンセラー事業

【指導課】
都スクールカウンセラーを区立小中学校全校
に週1回派遣（年間35回）
【教育センター】
カウンセラー派遣
延べ相談件数　1,111件

維持・
推進 B

【指導課】
カウンセリングや教員への
助言を通し、問題行動の未
然防止・対応に取り組ん
だ。
【教育センター】
在園中だけでなく就園に向
けた相談も実施している。

継続実施

都公立学校スクールカウンセラーを区立
小・中学校に派遣し、いじめや不登校など
の問題行動等を未然に防止するためのカウ
ンセリングや教員への助言を行います。ま
た、区立幼稚園も対象に加え、教育セン
ター相談員によるスクールカウンセリング
を行います。
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（22）子どもの貧困対策

129 母子及び父子福祉資金

20歳未満の子どもを扶養しているひとり親
家庭等を対象に、経済的自立の援助と、生
活意欲の助長を図り、合わせて扶養する児
童の福祉増進のために必要な資金の貸付を
行います。

子育て支援
課

貸付件数　49件
貸付金額　26,737千円
貸付相談数　464件

維持・
推進 B

貸付件数が減少しているが
相談実績は平年並み。

継続実施

130
母子家庭等自立支援給付事
業

経済的自立の促進を図ることを目的に、児
童扶養手当を受給している、または同様の
所得水準にあるひとり親家庭の母及び父
が、資格取得や就労に生かせる講座を受講
するための給付金を支給します。

子育て支援課
教育訓練給付金　0件
高等職業訓練促進給付金　3件
高等職業訓練修了支援金　2件

維持・
推進 B

ホームページやチラシを見
やすく修正し、児童扶養手
当現況届通知にチラシを同
封するなど、目に留まるよ
うに工夫している。

継続実施

131
ひとり親家庭自立支援プロ
グラム策定事業

児童扶養手当を受給している、または同様
の所得水準にあるひとり親家庭の母及び父
に個別に面接を行い、ハローワークとの連
携など個々のケースに応じた就労支援を行
います。

子育て支援課
プログラム策定数　　45件
うち就労件数　　　　20件

維持・
推進 A

前年度から2倍の実績となっ
た。

継続実施

132 母子生活支援施設
児童の養育をしながら、課題解決のために
支援が必要な母子家庭に対し、入所による
自立促進のための生活支援を行います。

子育て支援課 入所世帯数　延203世帯
維持・
推進 B

養育の支援が必要な母子を
受入れ、自立に向けた支援
を実施している。

継続実施

133
生活困窮者自立相談支援事
業(生活困窮世帯の子ども支
援)

様々な課題を抱える生活困窮者に対し、関
係機関と連携し自立に向けた相談支援を行
います。子育て家庭については保護者の就
労支援、家計や養育についての助言、各種
制度の紹介のほか、家庭訪問や地域の学習
会へのつなぎ支援等を通じ、世帯の生活再
建とあわせ、子ども自身の生活課題の解消
を図ります。

福祉総務課
（自立促進担
当）

相談実績：7件
としま子ども学習支援ネットワーク
　参加団体数：8団体　教室数：12教室

維持・
推進 B

学習支援団体のネットワー
ク化により、地域と行政の
連携が進みつつあるが、子
どものいる世帯に対する周
知が不十分であるため。

継続実施

生活福祉課

西部生活福祉
課

生活福祉課

西部生活福祉
課

生活福祉課

西部生活福祉
課

地域保健福祉計画による目
標値を達成したため

継続実施

135 就労意欲喚起事業

支援者：90名
成果数：24名
（就労・ボランティア・農業体験を行った
数)

維持・
推進 B

地域保健福祉計画による目
標値を達成したため

継続実施

134 就労支援専門員支援事業

支援者:357名
就労者:275名
就労後の定着支援のみ：13名
就労率：77%

維持・
推進 B

中学校卒業後の15歳以上の生活保護受給者
に対して専門職の就労支援専門員が就労支
援を行い、自立を支援します。

委託支援員が中学校卒業後の15歳以上の生
活保護受給者に対して就労意欲の喚起を行
い、就労自立を目指した支援を行います。

地域保健福祉計画による目
標値を達成したため

継続実施136
学力向上・進学支援プログ
ラム

中学３年生　：24名
高校進学者数：24名
高校進学率　：100%

維持・
推進 B

小学校4年生以上の児童のいる生活保護受給
世帯に対して、ケースワーカーが家庭訪問
等による面談を実施し、塾代や無料塾の紹
介、高校進学の意識付けや奨学金制度の情
提提供などにより支援を行います。
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生活福祉課

西部生活福祉
課

生活福祉課

西部生活福祉
課

139 奨学基金援護事業

生活保護受給世帯で高等学校等へ入学・在
学または、児童扶養手当受給非課税世帯
で、高等学校等へ入学したかたに対して、
奨学金を支給します。

生活福祉課

入学者　　生活保護受給者　　　24人
入学者　　児童扶養手当対象者　67人
在学者　　生活保護受給者　　　29人

維持・
推進 B

生保世帯は対象者の10割、
児童扶養手当対象者の約9割
が申請している。

継続実施

社会福祉協
議会

（生活福祉
課）
福祉総務課

社会福祉協
議会

福祉総務課

142 就学援助費支給

区内に住所を有し、国公立小中学校に在学
する児童生徒の保護者であり、生活保護受
給または、これに準ずる程度に困窮してい
るかたを対象に、学用品費、学校給食費等
就学に必要な経費を支給します。

学務課 小学校：1,180件、中学校：749件
維持・
推進 B

生活困窮の児童・生徒のた
めに費目の検討及び制度の
周知の促進も求められてい
る。

支給時期や支給費目の単価の
見直し、制度の周知等、引き
続き制度改善に努める。

137 子ども・若者支援事業
高校在籍者：48名
中退者数　：2名
在籍率　　：95.8%

維持・
推進 B

地域保健福祉計画による目
標値を達成したため

継続実施

子どもや若者のいる生活保護受給世帯に対
して、専門の支援員が訪問や面接等を重ね
る中で問題点を把握し、ケースワーカーと
連携して生活課題の解消や学力向上を目指
した学習会へのつなぎなどの支援を行い、
将来自立した生活を送っていけるように支
援します。

学習支援に向けて経済的支
援が必要な家庭に対して給
付することができた。

継続実施

140
受験生チャレンジ支援貸付
事業

社会福祉協議会に窓口を委託して実施
相談件数：750件（前年比7.7%増）
貸付件数：163件（同6.5%増）
内訳）学習塾等受講料貸付金：90件
　　　　受験料貸付金　　：73件
貸付金額20,683,892円（同13.2%増）

維持・
推進 B

平成24年度以降、年間利用
者数は増加傾向にあり、需
要が高い事業となってい
る。

継続実施

138 被保護者自立促進事業
次世代育成支援費 （学習塾等受講料）
   　　32人　　3,415千円

維持・
推進 B

学習塾、受験対策講座、補習教室等の受講
費用、高等学校・大学受験の費用を捻出で
きない低所得者に対する貸付事業を実施し
ます。

学習塾や夏期・冬期集中講座、通信講座、
補習講座などにより学習環境を整える必要
がある小学4年生から中学生がいる生活保護
受給世帯に対し、生活保護費の支給対象と
ならない受講料を支給します。

継続した事業実施により、
事業目的に対しては一定の
成果は見られる。今後は、
更に地域住民の理解と協力
を促していく。

協力団体等の拡充を図り、引
き続き需要に応える取組みを
進める。

141
コミュニティソーシャル
ワーカーによる子どもの学
習支援

開催数：62回（前年度比19.2％増）、
子どもの延参加数：1,533人
（前年度比119.0％増）
＜内訳＞
ちゅうりっぷ学習会（東部地域）23回・330
人
にじいろ学習会（西部地域）9回・246人
あおぞら学習会（千早小地域）30回・957人

維持・
推進 B

コミュニティソーシャルワーカーが関係機
関や地域住民、ボランティア等の協力を得
て、公共施設において要支援家庭等の子ど
もの学習支援を行います。
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取組方針１　地域住民の力の活用

（23）地域住民との協働による子育て支援

事 業 名 内 容

143 民生委員・児童委員事業

乳幼児や児童のいる家庭の生活を常に見守
り、その生活状況の把握に努めるととも
に、必要に応じ相談・支援を行います。
ケースによっては、区に対し的確な情報提
供を行い、望ましい福祉サービスにつなげ
るための活動を展開します。また、児童虐
待など子どもの権利が不当に侵害されてい
るケースなどについては、関係機関との適
切な連携により、その解決に協力します。

福祉総務
課

①児童委員、児童相談所及び学校等が集
い、児童問題について協議会を実施
　12月1日、参加者127名

②地域における子育て環境の悪化などの状
況をふまえ、「としま子育てサロン」を実
施
　10か所　101回　利用者　5,328人
　　[子育てサロン決算額　660千円]

維持・
推進 B

関係機関との連携や事
業内容を充実して実施

継続実施

144 青少年育成委員会運営

各地区青少年育成委員会は、独自に地域の
実情に応じた形でイベントを開催し、青少
年の健全育成と地域の親睦を深める活動を
しています。区は各地区が行う健全育成事
業に対する補助金の支出、連合会に対する
補助金の支出、「としまのいくせい」の作
成、委員の資質向上のための研修会を実施
します。

子ども課

各地区行事
　　参加者数　52,173人
専門委員会研修  参加者数　49人
委員合同研修　　参加人数  44人
会計研修　　　　参加人数　29人
会計担当者との意見交換
　　　　　　　　参加者数　30人

維持・
推進 B

青少年の健全育成の為
には、各地域の青少年
育成委員会の活動は重
要である。

継続実施

145 いじめ防止対策推進事業

児童・生徒が生命を尊重し、安心して学校
生活を送ることができるよう、児童・生徒
をいじめから守るため、保護者、地域、関
係機関と連携を深め、「オール豊島」で問
題解決を図っていきます。

指導課

いじめ対策心理検査ハイパーQUを年２回実
施
保護者・学校・地域・関係機関からなるい
じめ防止対策委員会の開催

拡充 A

保護者・学校・地域・
関係機関と連携し、安
心して通える学校づく
りに向けて取り組ん
だ。

継続実施

（24）地域人材の開発・育成

146
子ども講座（子育て人材開
発支援事業）

子育て支援の区民活動を促進するため、地
域での担い手となる人材開発及び子育てグ
ループの育成につながる各種講座を開催す
るとともに、区との協働推進など活動支援
に向けた取組みを行います。また、地域の
子育てグループ等で活動している区民に対
し、実践的な子育て技術の向上を支援する
ような学習機会を提供します。

子ども課

27年度より20名から50名に定員を拡充

　受講者数  延289名
　修了証の発行（2/3以上の受講）　36名

維持・
推進 B

受講者の増加によっ
て、細かい対応が不十
分なところがあった。

継続実施

147 子育て人材活用事業

子育て人材開発支援事業において講座を受
講し修了したかたが、区民ひろばの子育て
ひろばや子ども家庭支援センターなどの地
域の子育て支援の場で活動できるよう支援
していきます。また、地域子どもコーディ
ネーターへの活用を検討します。

子ども課 子ども支援サポーターの登録　5名
維持・
推進 C

登録者は増えたが、
実際の活動に結び付か
なかったため

子ども支援サポーターが地域
で活躍できるように支援して
いく。

148
地域福祉サポーター制度の
導入

区民ならだれでも参加できる地域福祉サ
ポーターの制度を導入して、地域の福祉課
題を共有し、解決に向けて活動できるしく
みをつくります。コミュニティソーシャル
ワーカーや民生委員、関係機関・団体と連
携しながら、課題解決の担い手として活動
する環境の整備を図ります。

社会福祉
協議会

サポーター登録者数：152人(前年度比
34.5％増）

拡充 C
登録者数は、年度計画
数(300人）の約半分で
あった。

27年度と同等な取組みでは、
28年度計画数(500人)の達成
は困難である。一層の啓発や
養成研修の実施に努める。

Ⅳ　子どもの成長を地域で支えるための環境整備

事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

評価理由
２８年度

以降の実施予定
所管課
評価

概況
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事 業 名 内 容
事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

評価理由
２８年度

以降の実施予定
所管課
評価

概況

取組方針２　子どもに安全な社会環境の整備

（25）子どもを取り巻く有害環境等への対応

149
「子どもを守る」インター
ネット等利用講座

警視庁や地域団体等との連携を図りなが
ら、子どもが携帯電話やインターネットを
利用する際に必要なルールやマナー、フィ
ルタリングの知識等を学ぶことができる講
座を実施します。

防災危機
管理課
（治安対
策担当）

関係機関との意見交換及び支援
（各警察署において講座を実施）

維持・
推進 C

警視庁との連携を強化し
ていく必要がある

継続実施

150 情報モラル教育

情報ネットワーク社会に対応するため、タ
ブレットＰＣを活用し、児童・生徒の情報
活用能力を育成するとともに、情報モラル
教育及び情報セキュリティ意識向上のため
の指導の充実を図ります。

指導課
外部講師を招いて情報モラル教育・
情報セキュリティ意識向上に向けた
研修会を実施

維持・
推進 A

学校と連携をとりなが
ら情報モラル教育の充
実に向けて取り組んだ

継続実施

151 薬物乱用防止教育

危険ドラッグなど薬物乱用の防止を目的と
して、全校で年間指導計画に位置付け、学
校薬剤師や警察と連携して年1回以上実施し
ます。

指導課

全小・中学校で年1回薬物乱用防止教室を
実施
各職層研修における危険ドラッグ根絶に向
けた研修を実施

維持・
推進 B

児童生徒・教員の薬物
への理解を高め、乱用
防止に向けて継続的に
取り組んだ

継続実施

152
PTAと連携した「豊島ルー
ル」の活用

携帯電話やスマートフォンの使い方につい
て、ＰＴＡと連携して「豊島ルール」を作
成し、家庭や学校で指導の徹底を図りま
す。

指導課
「豊島ルール」を作成し、家庭や
学校での指導の徹底を図った

維持・
推進 B

PTAと連携し、携帯電
話・スマートフォンの
適切な使用に向けて取
り組んだ

継続実施

153
不健全図書類等規制対策事
業

昭和60年10月に施行された「豊島区不健全
図書類規制に関する条例」に基づき、地区
の青少年育成委員会の協力のもとに不健全
図書類等の自動販売機調査を行い、より一
層の環境浄化活動を行います。

子ども課

青少年育成委員の中から推薦された協力員
が、研修を受けて正式に委託される。東京
都から送られてきた店舗情報を元に調査を
実施。

維持・
推進 B

青少年のために健全な
環境を維持している。

継続実施

（26）子どもを犯罪や交通事故等から守るための活動の推進

人事課

子ども課

155 安全・安心メール配信

「安全安心情報」(区内および区境周辺で発
生した不審者事案や事件・事故、子どもの
安全確保上の注意等)を携帯電話、パソコン
配信システムにおいて、登録者に配信しま
す。

防災危機
管理課
（治安対
策担当）

平成27年度は、事件・不審者事案等を月平
均約11件配信。
登録者数：8073人（年度末）

維持・
推進 B

登録者数を増加するととも
に継続して事業を実施

継続実施

156
安全・安心パトロールの実
施

区民の安心感を確保するため、区内全域を
自転車と青色防犯パトロールカーでパト
ロールします。その際、小学校、保育園、
子どもスキップ等の施設にも立ち寄り、安
全点検を行うとともに、侵入盗、ひったく
り等、犯罪発生地域の重点的パトロールを
行います。

防災危機
管理課
（治安対
策担当）

午前7時30分から午後9時30分まで区内全域
をそれぞれ2班4名体制でパトロール
（日・祝・年末年始を除く）

維持・
推進 B 継続して事業を実施

平成28年度より、自転車パト
ロールを廃止

154
保護観察対象少年に対する
就労支援事業

12月～H28年3月末まで子ども課にて勤務。
月８日　職務内容：事務補助

賃金
　@930円×8日×6h×1名×4か月

維持・
推進 B

保護観察協会との窓口
である子ども課で従事
したため、スムーズに
事業が実施できた。就
労実績が自信となり、
社会人として新たな生
活に一歩踏み出す支援
となっている。

継続実施
非行少年の立ち直りを支援し、再犯を防止
するため、保護観察対象少年を、区の臨時
職員として採用します。
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事 業 名 内 容
事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

評価理由
２８年度

以降の実施予定
所管課
評価

概況

157
小学校児童の通学路安全対
策の推進

通学路における子どもたちの安全対策とし
て、各小学校の通学路に防犯カメラを設置
します。

学務課
通学路防犯カメラを７校（各校５台）に設
置。

維持・
推進 B

安心・安全な通学環境
の推進を図るため事業
を継続する。

通学路防犯カメラは、H２８
年度は10校（各校５台）、H
２９年度は５校（各校５台）
設置予定。

158 学校安全安心事業
通学路等における子どもたちの安全を確保
するため、各小学校の保護者等の見守り活
動を支援します。

庶務課

・スクールガード養成講習会参加人数　47
名
・スクールガードリーダー等による巡回指
導実施数　5校

維持・
推進

B

各小学校PTAと連携をと
りながら、子供たちの
安全確保のため継続的
に事業を実施。

継続実施

159
児童・教職員・PTA・地域が
力を合わせた「安全な学
校」づくり

校内でのけがや事故の科学的統計分析に基
づき、児童主体の委員会活動や保護者・地
域の方々による見守り体制の構築など、学
校と地域が連携した取組みを進めます。

指導課

WHOが推奨するインターナショナルセーフ
スクール国際認証を、平成27年度は朋有小
学校が再認証、富士見台小学校が新規認証
を取得をし、地域と連携しながら安全・安
心な学校づくりに取り組んだ

拡充 A

学校・地域と連携しな
がら「安全な学校」を
目指し、再認証・新規
認証取得に取り組んだ

継続実施

160 交通安全対策事業

春・秋の交通安全運動を中心として、年間
を通じた広報・啓発活動を実施します。各
種交通安全教室・講習会の実施、交通安全
ビデオ・ＤＶＤの貸出し、交通安全協会活
動支援などを行います。子どもや子育て世
帯に対しては、特に自転車乗用中のルール
とマナーに対する啓発活動を行います。

交通対策
課

自転車安全利用等交通安全に対する啓発活
動を実施。（交通安全ビデオの貸出し、反
射材キーホルダーやぬりえの配付、新1年
生へのランドセルカバーの配付、小中学生
全学年を対象とした交通安全テキストの配
付等）
全区民ひろばにおいて子育て世代を対象と
した交通安全研修会を実施。（年度内24回
実施）

維持・
推進 B

年間を通じて、交通安
全研修会希望施設及び
警察署ほか関係各所と
連携を取りながら、自
転車安全利用等交通安
全啓発活動を実施

継続実施

161
中学校自転車安全教室（ス
ケアード・ストレイト授
業）

事故の恐ろしさと交通ルールを守ることの
大切さを実感させることを目的として、区
立中学校において、スタントマンによる交
通事故再現の様子を目の前で見てもらう交
通安全教室を警察署と協働で行います。

交通対策
課

区立中学校において、スタントマンによる
交通事故再現等交通安全教室を警察署と協
働で実施
（平成27年度：3回実施）

維持・
推進 B

区立中学校及び警察署
と連携を取りながら、
継続的に事業を実施。

継続実施

162
自転車ヘルメット普及啓発
事業

幼児・児童を自転車の転倒事故から守るた
め、子ども用自転車ヘルメットの購入費を
助成します。
また、子育て世代の保護者を対象とした
「親子自転車安全利用教室」を実施し、交
通安全意識の向上を図ります。

交通対策
課

ヘルメット購入補助

親子自転車安全利用教室
（平成27年度：3回実施）

維持・
推進 B

区内自転車商組合及び
警察署と連携を取りな
がら、継続的に事業を
実施。

継続実施

取組方針３子育てを支援する生活環境の整備

（27）子育て世帯にやさしいまちづくりの推進

163 三世代同居への支援

子育て世帯と親世帯との三世代同居を支援
するため、親もしくは子との同居に応じた
間取りの変更工事等の住宅リフォームに対
する助成制度を検討します。

住宅課

三世帯同居の世帯員構成人員について確
認・検討中。
国の税制等の動きも見守りながら、実施に
向けて検討。

検討中 C
助成制度の実施に向け
検討を進めている

継続実施

164
ファミリー向けの良質な住
宅の供給誘導

都心共同住宅供給事業等を活用し、敷地の
共同化や快適な住環境の形成を図りつつ、
ファミリー向けの良質な住宅の建設を誘導
します。

住宅課
まちづくりと連動したファミリー向けの良
質な住宅建設を誘導したいが、具体的案件
がなく、休止状態。

縮減 D
現在、具体的な案件が
ない

検討を継続
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事 業 名 内 容
事業
番号

 事業名とその内容
担当課

２７年度
 実施状況

評価理由
２８年度

以降の実施予定
所管課
評価

概況

165
子育てファミリー世帯への
家賃助成事業

区内の民間賃貸住宅に転入・転居した場合
に、一定の要件を満たす子育てファミリー
世帯に対し、転居後の家賃と基準家賃との
差額の一部を一定期間助成します。

住宅課

新規助成件数　35件
継続　64件　廃止　9件

継続者を含めて受給者が増加している。

維持・
推進 B

助成期間を延長したた
め、対象者が増えてい
る

継続実施

166 交通安全施設整備事業

妊産婦や子ども連れの親子が安心して外出
することができるよう、また、子どもの交
通事故の減少を図るため、自転車・歩行者
等の安全確保と、日常生活に支障をきたさ
ない安全対策を行います。

道路整備
課

区画線やスクールゾーン標示の再表示を行
い、交通安全対策を行った。

維持・
推進 A

消滅状態の区画線を面
的に再表示を行い、自
転車・歩行者の視認性
の向上を図れたため。

区画線やスクールゾーン標示
の再表示を行い、交通安全対
策を継続して行う。

167
公共施設の赤ちゃんスペー
ス設置・周知

安心して乳児を連れて外出ができるよう、
区民ひろばや子ども家庭センター等の地域
の公共施設に、授乳やおむつ交換ができる
スペースを設置し、周知します。

子育て支
援課

地域区民ひろば、子ども家庭支援セン
ター、児童館、中高生センター計22か所が
東京都赤ちゃんふらっとに登録、都及び区
ＨＰ掲載済。

維持・
推進 B

児童館１館が廃止にな
り23か所から22か所と
なったが、ＨＰ等によ
る周知は継続的に実施
した。

継続実施

（28）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

168 企業･事業所への啓発事業

区内の企業・事業所に対し、次世代育成支
援の取組みの理解促進を図るとともに、働
き方の見直しなどワーク・ライフ・バラン
スの推進に向けた情報提供・普及啓発を行
います。

男女平等
推進セン
ター

平成27年7月21日、区内企業の代表者、人
事労務担当者を対象とした「としまWLB
ネットワークミーティング」を開催
参加者27名

平成27年10月20日、区内企業の経営トップ
層を対象とした「としま100人社長会」を
開催
参加者73社80名

拡充 B

「としまWLBネットワー
クミーティング」及び
「としま100人社長会」
は新事業として実施
し、例年よりも区内企
業への啓発機会を多く
設けることができた。

平成28年度より、「としま
WLBネットワークミーティン
グ」を継続的に行う予定。

169
ワーク・ライフ・バランス
フォーラムの開催

ワーク・ライフ・バランスの意義・重要性
を区民・事業者が理解し取組むために、
ワーク・ライフ・バランスに関するフォー
ラムを開催し、その内容を周知啓発しま
す。

男女平等
推進セン
ター

平成28年3月4日（金）にフォーラムを開
催。基調講演は川島高之氏（NPO法人コヂ
カラ・ニッポン代表理事）、後半はフォー
ラム参加者による交流会を開催
 基調講演参加者48名、交流会参加者14名

維持・
推進

B

昨年度から継続して、
ワーク・ライフ・バラ
ンスに関する啓発を行
う基調講演を実施、ま
た参加者同士のネット
ワーク化を図るための
交流会を実施。

継続実施

170
ワーク・ライフ・バランス
推進企業認定制度

区内に本社又は主たる事業所がある企業を
対象に、ワーク・ライフ・バランスを積極
的に推進する企業を区が認定します。認定
書の授与、企業が発行する印刷物等での認
定マークの使用のほか、区ホームページで
取組みの紹介等を行います。

男女平等
推進セン
ター

平成27年度20社を認定（延べ37社）

平成27年10月20日開催「としま100人社長
会」では、参加者に対して、ワーク・ライ
フ・バランス推進企業認定制度のチラシを
配布した。
配布80部（参加者73社80名）

平成27年7月21日開催「としまWLBネット
ワークミーティング」や、「としま100人
社長会」では、認定企業のWLBに関する取
り組みを紹介した冊子を作成し配布した。

維持・
推進 B

平成27年度認定企業は
合計で20社（更新12
社、新規8社）であり、
WLBに取り組む区内企業
が増加している。

継続実施

30



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

平成２７年度 

豊島区子どもプランの実施状況 

 

平成 28（2016）年 11 月 

 

豊島区子ども家庭部子ども課 

〒171－8422 豊島区南池袋２－４５－１ 

電話（０３）３９８１－１１１１（代表） 


